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県内産パイル織物を用いた災害時・緊急時対策用マットの開発 
-軽量充填型構造材料の開発- 

 
（生活・環境産業部） 角谷秀昭、解野誠司、中村 允、山口和三 

（企画総務部）    鳥飼 仁、宮本昌幸 

 

1. 緒言 

 高野口地方のパイル織物は、上下二層の基布織物が

パイル糸によって連結された三次元構造を持っている。

通常はパイル糸を切断することで2枚のパイル織物を

製造するが、本研究は、三次元構造を利用して、軽量

で高剛性な構造材料を開発することである。パイル織

物の組織、樹脂注入条件と構造材料の特性の関係を検

討した。平成 20 年度和歌山県戦略的研究開発プラン

に採択された研究課題である。 

2. 実験方法 

2.1 パイル織物 

 通常のパイル織物は厚さが2cm程度であるが、構造

材料は厚さ 5～6cm 程度が求められるため、厚さ 5cm

のパイル織物の製織方法を検討した。ヴァンデヴィー

レ社製パイル織機 VM22 に 4 色カラーセレクタを取り

付け、可溶性糸を織り込めるように改良し、パイル織

物を試作した。パイル織物の製織条件を表1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

製織したパイル織物を約 60℃の温湯に浸し、水溶性

ビニロン糸を溶解させてパイル厚さが5cmのパイル織

物を作製した。 

2.2 成形方法 

 樹脂の注入は図１に示すように、シールドエアー社

製InstaPak900システムを用いて、上部からパイル織

物内にポリウレタン樹脂を注入し、発泡させて、構造

材料を試作した。樹脂温度は 62℃、吐出速度は

40g/sec である。樹脂注入開始から発泡終了までをビ

デオカメラで撮影し、パイル織物からの樹脂漏れ現象

観察した。試作した構造材料を図2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3 曲げ試験方法  

試作した構造材料から 5cm×5cm×25cm の試験片を

切り取り、支点間距離180mm、曲げ速度20mm/minで3

点曲げ試験を行った。 

3. 結果と考察 

 目視で観察した結果、緯糸が太くて密度が大きい方

が樹脂漏れは少なかった。パイル糸280dTexで作製し

た構造材料８種類の荷重-変位曲線を図3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３. 構造材のまげ曲線 

図中の数値は Samplecode を表し、比較のためにウレ

タン発泡体（PUF）の荷重-変位曲線も付加した。この

図から、構造材料はPUFと比較して、曲げ荷重は高い

値を示した。さらに、PUFが変位約20ｍｍで破断する

のに対して曲げ治具の最大変位 80ｍｍでも破断しな

かった。パイル糸220dTexで作製した構造材料もこの

図と同様の荷重-変位曲線を示し、破断しなかった。 

4. まとめ 

平成23年1月31日に特許出願（特願 2011-018297

号）した。 

経糸
 緯糸
 緯糸密度
パイル糸

(dTex) (dTex) (本/inch) (dTex)

1 333 333 52 220
2 333 333 56 220
3 333 333 60 220
4 333 333 52 280
5 333 333 56 280
6 333 333 60 280
7 333 666 52 220
8 333 666 56 220
9 333 666 60 220
10 333 666 52 280
11 333 666 56 280
12 333 666 60 280
13 333 999 51 220
14 333 999 52 220
15 333 999 51 280
16 333 999 52 280

Sample
code

 

表１. 製織条件 
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図1. 樹脂注入方法        図２．試作品 
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ソフトセグメントにポリエチレングリコールを有するポリウレタン
の酸性染料に対する染色性 

 
 （生活・環境産業部）     解野 誠司 

 （名古屋女子大学短期大学部） 榎本 雅穗 

 

１．緒言  

 セグメントポリウレタンは、力学特性を活かし、弾

性繊維あるいは合成・人工皮革材料に使用されている。 

 セグメントポリウレタンの染色は、材料自体が一般

的には疎水性であるために、分散染料を用いて行われ

てきた。一方で、堅ろう性、発色性を改善する目的か

ら、ソフトセグメントへのポリエチレングリコール

（PEG）の共重合 1,2)、あるいは、3 級アミノ基含有ポ

リオール、3 級窒素を含有した鎖延長剤としての低分

子化合物の共重合による染着座席の導入 3)が行われ、

主に、合成・人工皮革分野において、酸性染料による

染色も工業的に行われてきた。 

 第 3 級窒素化合物を染着座席として、共重合あるい

はこれを含有するポリマーをブレンドし、セグメント

ポリウレタンに導入した場合の染色性についての報告
4)はあるが、PEG を共重合することで親水化したセグメ

ントポリウレタンの酸性染料による染色のメカニズム

は十分明らかになっていない。 

 本研究では、ポリテトラメチレングリコール

（PTMG）と PEG の組成比を変化させたソフトセグメン

トからなるセグメントポリウレタンフィルムを用いて

酸性染料による染色性の評価と考察を行った。 

 

２．実験方法 

２．１ PEG をソフトセグメントに含有するセグメン

トポリウレタンフィルムの調整 

 ソフトセグメントには、分子量2000 の PTMG および

PEGを用いた。これらPTMGとPEGの配合比を変化させ

たものに、4,4’−ジフェニルメタンジイソシアネート

を加え、ジメチルホルムアミド(DMF)中で反応し、さら

に鎖延長剤として 1,4−ブタンジオールを加え反応させ

た。得られたポリマー溶液からキャスト法により厚さ

50μmのフィルムを調整した。 

２．２ PEG/PTMG 比率を変えたセグメントポリウレタ

ンの染色性 

染料には、CI Acid Red 114、および CI Acid Red 

37の2種類を用いた。染色は、染料2％owf、ギ酸濃度

0.3％、浴比200:1に調整した染色液に、キャストフィ

ルムを浸漬し、90℃にて 1 時間浸漬することで行った。

なお、染色浴のpHは、CI Acid Red 114 を用いた浴が

pH4.5、CI Acid Red 37 を用いた浴が pH4.0 であった。

染色後のフィルムは、30℃のマルセル石けん 5%水溶液

への 5 分間浸漬と、水洗を行い、その後乾燥した。各

染色フィルムの収着量は、以下に示すピリジン水溶液

抽出法により決定した。 

赤外線電子水分計を用いて染色フィルムの絶乾質量

を測定した後、試験管に染色フィルムと 25%ピリジン

水溶液を入れ、一回 15 分間の抽出操作を行った。CI 

Acid Red 37 染色フィルムの場合は、25℃で 4 回抽出

を行い、最後に染色フィルムと試験管を洗いこみなが

ら抽出液を所定量にメスアップした。また、CI Acid 

Red 114 染色フィルムの場合は、25℃で 2 回抽出を行

った後に 80℃の水浴中で試験管を加温しながら抽出操

作をさらに２回行い、最後に染色フィルムと試験管を

洗いこみながら抽出液を所定量に調製した。この後、

各 25%ピリジン水溶液抽出液の吸光度測定による比色

定量法によって収着染料濃度を算出した。 

２．３ PEG/PTMG 比率を変えたセグメントポリウレタ

ンへの CI Acid Red 114 の染色速度曲線および収着等

温線 

PTMGとPEGをmol%で40:60 に共重合したもの（A）

と、PEG単独からなるもの（B）の2種のセグメントポ

リウレタンを試料として用いた。キャストフィルムは

水膨潤性を有しているため、染色前に沸騰水で10分間

浸漬したものを使用した。染色速度曲線は、染料に CI 

Acid Red 114 を用い、染色温度90℃、浴比200:1、染

料濃度0.1g/L、ギ酸濃度を0と0.3%（対染浴比）の2

種に調製した染色液に、キャストフィルムを 1 から

120 分間の範囲で染色した際の収着染料濃度から求め

た。収着染料濃度は、染色フィルムを電子水分計によ

る絶乾質量測定後、DMF に溶解し、所定量に容量を調

整したものを用いて比色定量法により算出した。さら

に、染色時間 80 分間、ギ酸濃度 0.3%（対染浴比）の

条件下で、染料濃度を変更して染色し、それぞれの収

着染料濃度と残浴染料濃度とから収着等温線を求めた。 

 

３．結果と考察 

３．１ PEG/PTMG 比率を変えたセグメントポリウレタ

ンの染色性 

PEG/PTMG 比率を変えたセグメントポリウレタンに対

するCI Acid Red 114、およびCI Acid Red 37 の染色

性を図１に示す。両染料とも PEG 比率の増大に伴いに

収着染料濃度が増大している事が確認できる。また、

CI Acid Red 114の収着量は、 CI Acid Red 37の収着



 3 

量よりも明らかに多い結果を示した。ミーリング型酸

性染料に分類される CI Acid Red 114 が、均染型であ

るCI Acid Red 37に比べ、より大きい染料分子である

ことから、PEG を親水基に有するセグメントポリウレ

タンに対する酸性染料の染着においては、静電気的相

互作用よりもファン・デル・ワールス力による寄与が

重要であることが示唆される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１．PEG/PTMG比率を変えたセグメントウレタンの染色性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２．PEG/PTMG比率を変えたセグメントポリウレタンの染色速度

曲線(CI Acid Red 114) 

 

３．２ PEG/PTMG 比率を変えたセグメントポリウレタ

ンの染色速度曲線および収着等温線 

図２には、CI Acid Red 114 による染色速度曲線を

示した。染色浴へのギ酸添加を行わない場合は染色時

間が経過しても収着量はほとんど変化しないが、ギ酸

添加により、収着量は時間とともに増大し、およそ 10

分程度で見かけ上平衡に達することが認められる。こ

れは、染浴中に添加したギ酸による pH の低下に伴い

CI Acid Red 114 の水溶性が低下し、疎水性相互作用

によるポリウレタンに対する染着が促進されるためと

考えられる。 

図３には、CI Acid Red 114 による各フィルムの収

着等温線を示した。両フィルムとも本系においては明

確な飽和収着量が認められず、上に凸の曲線を描くプ

ロフィルを示している。また、本収着等温線の両対数

プロットは、ほぼ直線に載ることを確認した。さらに、

収着等温線の逆対数プロットの直線性が低いことおよ

び１クラスのLangmuir/Henryの２元収着モデルでの解

析では実験で得た収着等温線にフィッティング困難で

あることを確認した。以上から、CI Acid Red 114 の

ソフトセグメントに PEG を有するポリウレタンへの収

着挙動は、Freundlich型を示していると判断した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．PEG/PTMG比率を変えたセグメントポリウレタンの収着等温 

   線(CI Acid Red 114) 

 

また、別途ミーリング型酸性染料と類似の比較的大

きな分子構造を有するアニオン性染料である直接染料

についても検討を行った。塩化ナトリウムを添加した

中性浴からのCI Direct Red 28による染色実験におい

て、CI Acid Red 114 と同様の染色挙動が確認された。 

 

４．結論 

ソフトセグメントに PEG を有するポリウレタンの染

色には、ミーリング型酸性染料および直接染料が適し

ており、その染着においては、染料とポリウレタン分子

間の疎水性相互作用が重要であることが示唆された。 
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２）Kuraray Co., Ltd., Japanese patent 153235. 
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マイクロ波による印捺布帛の加熱 
 

（生活・環境産業部） 解野 誠司、宮本 昌幸 

（企画総務部）    大萩 成男 

（日本化学機械製造） 近田 司 

（和歌山染工）    宮本 充 

 

１．緒言  

 マイクロ波を用いる捺染布帛の乾燥・発色について、

タオルプリントを対象として実用レベルの発色性を得

る技術開発１）や反応染料によるインクジェットプリン

トの固着工程を対象とした研究２）などが行われている。

前者は、遠赤外線とマイクロ波照射の複数の熱源を併

用した連続加工が可能な試験機の開発に関するもので

ある。一方、後者では、乾燥を行った印捺布を様々な

布帛水分率に調整後、ポリフッ化ビニル製バックで密

封し、マイクロ加熱を行い反応染料の固着率を調査し

ている。両者で使用した機器類は異なるが、拡布状で

は印捺布帛の昇温が十分に行われない点は共通認識と

考えられ、その解決法の要点は、前者は、遠赤外線の

併用であり、後者は、フィルム材料による水分の蒸散

の抑制であるとすることが出来る。 

本報告では、拡布状の印捺布帛に対するマイクロ波

利用の加熱技術として、上記の方法とは異なった新規

な手法を検討した。マイクロ波照射環境下にマイクロ

波による発熱する媒体（サセプタ）を共存させること

で、マイクロ波による直接加熱とサセプタによる間接

加熱を併用した拡布状の印捺布帛の加熱を試みた。そ

の加熱による効果として、乾燥性や染色性について評

価を行ったので報告する。 

 

２．実験方法 

 布帛試料には、綿 JIS 添付白布を用いた。印捺する

糊剤の増粘剤として、アルギン酸ナトリウム水溶液を

用い、炭酸ナトリウム、尿素、反応染料（高温反応型

Kayacion）を所定量添加し、色糊を調整した。布帛へ

の色糊の印捺は、ポリエステルフィルムのステンシル

と、シリコーンゴムスキージによって行った。印捺し

た布帛は直ちに図１のような試料に調整し、マイクロ

波加熱実験に用いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１．実験試料の概念図 

サセプタ材には、導電性シリコーンエラストマ板お

よびフッ素系エラストマ板（バイトン）を用い、対照

材としてシリコーンエラストマ板を用いた。 

マイクロ波の加熱実験には図２の四国計測工業製マ

イクロ波照射装置μリアクターを用いた。 

 実験試料は、マイクロ波照射装置の表面温度計計測

範囲と糊印捺部位の位置関係を調整し、設置した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２．マイクロ波加熱実験装置 

 

３．結果と考察 

図３には、２％アルギン酸ナトリウム水溶液を印捺

した布帛の印捺部位のマイクロ波加熱による表面温度

変化を示した。サセプタとしてシリコーンエラストマ

板を用いた場合、マイクロ波照射により10秒後には、

表面温度が約10度上昇するが、照射時間が経過しても

ほとんど昇温せず一定の値をとる傾向が認められる。

60 秒照射後も布帛の印捺部位は湿潤状態のままである。

バイトンの場合、およそ 20 秒で 60℃以上に到達して

いる。一旦昇温がとまりほぼ一定の表面温度をとった

後、再昇温し、およそ40秒後には100℃を超過する。

布帛の状態の観察から、再昇温が始まる時点でほぼ布

帛の乾燥が終了していることが明らかである。昇温後、

温度が一定値を取るのは、アルギン酸ナトリウム糊中

の水は、マイクロ波によって加熱されるが、加熱され

た水は、蒸散し、その際の気化熱により、湿潤布帛は

冷却され、熱的な平衡状態となっているためであると

推定される。再昇温が生じる時が、蒸散する水が布帛

上に存在しなくなった、すなわち、乾燥したタイミン

グと一致する現象は、熱的平衡状態が保てなくなった

ためと説明できる。 

綿布(10cm角) 

印捺部分(5cm)角 

テフロン板 厚さ1mm サセプタ材 厚さ1mm 

表面温度計 

実験試料 
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シリコーンエラストマはマイクロ波をほとんど吸収

しないので、湿潤布帛へはマイクロ波の直接加熱が生

じていると考えられる。捺染布のような湿潤布帛の乾

燥においてマイクロ波の直接加熱のみでは、乾燥が効

率的に行われないことが確認される。一方、バイトン

はマイクロ波を吸収し、発熱するために、拡布状の湿

潤布帛を間接的に加熱する。そのために直接加熱のみ

では不可能な短時間での乾燥が可能であると考えられ

る。 

導電性シリコーンエラストマの場合、マイクロ波を

吸収し、発熱するが、周辺部のみが加熱し、中央部が

加熱されていない現象が確認され、印捺部分の昇温速

度が遅く、昇温後の一定値もシリコーンエラストマに

比べ低い傾向である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．アルギン酸ナトリウム水溶液を印捺した綿布帛のサセ

プタ併用によるマイクロ波加熱特性（出力 137W） 

   ●バイトン、▲シリコーン、□導電性シリコーン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４．アルギン酸ナトリウム水溶液を印捺した綿布帛のバイ

トンを用いたマイクロ波加熱特性の出力依存性 

   ▲274W、△137W、■69W 

 

図４にはサセプタにバイトンを用い、２％アルギン

酸ナトリウム水溶液を印捺した布帛に対して、マイク

ロ波の出力を変えて処理を行った場合の印捺部位の表

面温度変化を示した。図４よりマイクロ波の出力を変

化させることで昇温速度を制御できることは明らかで

ある。また、いずれの条件においても、熱的平衡状態

と乾燥の終点を示すと考えられる昇温プロフィルが確

認できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５．炭酸ナトリウムを含むアルギン酸ナトリウム水溶液を

印捺した綿布帛のサセプタ併用によるマイクロ波加熱

特性（出力 137W） 

   ●バイトン、▲シリコーン 

 

実際用いられている捺染糊にはアルカリ剤などの電

解質が含まれるため、誘電率が変化することで加熱特

性に影響を与えると考えられる。図５には、５％の炭

酸ナトリウムを含むアルギン酸ナトリウム水溶液を印

捺した綿布帛のサセプタ併用によるマイクロ波加熱に

よる昇温プロフィルを示した。シリコーンエラストマ

を用いた場合、前述の炭酸ナトリウムを含まないアル

ギン酸ナトリウム水溶液印捺布帛と比べ、明らかに昇

温速度が速く、到達する最高温度も高いことが認めら

れる。電解質が含まれることによりマイクロ波の吸収

率が向上したためと考えられるがおよそ 50℃の最高温

度をとったのち、表面温度が低下する挙動が観察され

る。60 秒後の印捺部分は湿潤状態であり、電解質の添

加によるマイクロ波の吸収率向上のみでは、乾燥性の

向上に十分寄与しないものと考えられる。バイトンを

用いた場合も、前述の炭酸ナトリウムを含まないアル

ギン酸ナトリウム水溶液印捺布帛と比べ、昇温速度が

速いことが確認できる。本系においても熱的平衡状態

と乾燥の終点を示すと考えられる昇温プロフィルが確

認できる。 

以上より、バイトンをサセプタとして利用すること

で拡布状の印捺布帛に対して、100℃を超過する加熱が

可能なことが明らかとなった。乾燥と同時に染色現象

（拡散および反応）を進行させるために十分な環境が

形成されていると考えられる。 

そこで、３原色に相当する反応染料についてアルギ

ン酸ナトリウム糊に添加する染料濃度を変えて色糊を

調整し以下の検討を行った。マイクロ波加熱は図１の

条件と同様に行い、表面温度が 120℃となる点を終了
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と設定し40秒間の処理を行った。また、マイクロ波加

熱の対照として、常法である熱風乾燥後過熱蒸気処理

を行う発色法を行った。熱風乾燥は 100℃で行い、時

間は、印捺した色糊が乾燥するまでの所要時間を元に

して 5 分間行った。過熱蒸気処理は、乾球温度 100℃

湿球温度100℃の条件で10分間行った。各処理後の試 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６．バイトンを併用したマイクロ波加熱の反応染料捺染に

おける発色性（Kayacion Blue P-3R） 

      ４％owp、   ２％owp、   １％owp 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７．バイトンを併用したマイクロ波加熱の反応染料捺染に

おける発色性（Kayacion Red P-2B） 

      ４％owp、   ２％owp、   １％owp 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８．バイトンを併用したマイクロ波加熱の反応染料捺染に

おける発色性（Kayacion Yellow P-N3R） 

      ４％owp、   ２％owp、   １％owp 

 

料は、各処理後の試料は、湯洗いおよび水洗いによっ

て、色糊の除去を行った。 

以上の処理を行った各試料に対して発色性を評価し

た。発色性は、分光測色計により、可視光線の分光反

射率を測定し、クベルカムンク関数より、表面色濃度

であるK/S値を計算し、評価した（図６-８）。 

バイトンを併用したマイクロ波加熱により、いずれ

の染料も有意な発色を呈し、添加濃度に応じた濃度差

が得られている。しかしながら、過熱蒸気処理と比較

すると、低いものでは表面色濃度はおよそ半分にとど

まっている。 

 

４．まとめ 

バイトン併用のマイクロ波加熱によって、反応染料

捺染において、乾燥および発色を、極めて短時間で、

かつ、１段階のプロセスで行える可能性が示された。 

発色性に関しては、常法の熱風乾燥後の過熱蒸気処

理に比べ劣るため、条件や助剤の最適化による色濃度

向上が課題であることが示された。 

 

本研究は､平成 20-21 年度 JST 重点地域研究開発推

進プログラム（地域ニーズ即応型）において実施した。 

 

参考文献                         

1) 三好ら, ｢繊維加工｣増刊 捺染手帖, 1992, 30, Vol.44,95. 

2) 安川ら Fiber Preprint,Japan,No.1(Annual Meeting), 2006

Vol.61, 367. 
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昆虫抗微生物タンパク質改変ペプチドを用いた抗菌繊維の開発 
 

（生活・環境産業部）  中村 允、解野誠司 

（農業生物資源研究所） 石橋 純 

 

１．緒言  

我々は、これまでに新規な抗菌剤としてカブトムシ

ディフェンシン由来の改変ペプチドを用いた抗菌加工

繊維の開発を行ってきた。この改変ペプチドは、本研

究の共同研究機関である農業生物資源研究所が、1996

年の COE プロジェクト「昆虫機能利用研究」において

見出した新規物質であり、タイワンカブトムシやカブ

トムシの幼虫（図１）が持っている抗微生物タンパク

質をモデルとして人工合成した９残基ペプチドである

（表１）1)-3)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１．カブトムシの幼虫 

 
表１．改変ペプチドのアミノ酸配列 

 アミノ酸配列 

ペプチドA Arg-Leu-Tyr-Leu-Arg-Ile-Gly-Arg-Arg-NH2 

ペプチドB Arg-Leu-Arg-Leu-Arg-Ile-Gly-Arg-Arg-NH2 

ペプチドC Ala-Leu-Tyr-Leu-Ala-Ile-Arg-Arg-Arg-NH2 

ペプチドD Arg-Leu-Leu-Leu-Arg-Ile-Gly-Arg-Arg-NH2 

 

本ペプチドは、MRSA のような薬剤耐性菌に抗菌活性

を持つこと、耐性菌が出現しにくいこと、正常細胞に

は全く作用しないことが明らかになっている。農業生

物資源研究所では、以前に本ペプチドを抗菌剤とした

抗菌シルクを作製しており、MRSA によるハロー試験で

は、その抗菌性が認められている 4)。しかしながら、

この抗菌シルクは、改変ペプチドをフィブロインフィ

ルムに含浸したのみであり、徐放性が必要な用途には

応用が可能であるが、長期間または繰り返し使用する

用途には適応困難であることが課題であった。 

そこで、本研究では、ペプチドを綿白布に化学結合

し、耐久性に優れた抗菌加工布の開発を試みた。 

 

２．実験方法 

２．１ 綿白布の表面処理  

 綿白布(12cm×12cm)にエピブロモヒドリン３ mL を加

え、60%過塩素酸300μLをジオキサン２mLに溶解した

溶液を加え、3 時間室温で放置した。反応終了後、メ

タノール、DMFで洗浄し、ブロモ化綿布を得た。 

２．２ 末端にアミノ基を有する分子鎖（スペー

サー）の導入 

 スペーサーには、鎖長の短いジアミノプロパンと鎖

長の長いジエチレングリコールビス(3-アミノプロピ

ル)エーテルを用いた。それぞれの5mLをブロモ化綿白

布に加え、80℃で一晩反応させ、メタノールナトリウ

ムメトキシド、DMF、メタノールで洗浄し、アミノ化綿

布を得た。 

２．３ アミノ末端スペーサーの導入率 

アミノ末端スペーサーの導入率は、オレンジⅡの呈

色試験により算出した 5)。加工布を 2.5cm×2.5cm に切

り取り、オレンジⅡを 0.1g、酢酸 2.0g を水 200mL に

溶かした溶液を50mL加え、50度で30分間振とうした。

その後、サンプルを取り出し、水に浸漬して吸着して

いる染料を除去した。乾燥機で乾燥した後、25%のピリ

ジン水溶液50mL中で攪拌し、染料が脱離していること

を確認した。得られた溶液を 200mL にメスアップし、

紫外可視分光光度計にて溶液の吸光度を測定した。オ

レンジⅡの 25%ピリジン水溶液中のモル吸光係数

(1.937x104 λmax=485nm)から、アミノ末端スペーサー

の導入率を算出した。 

２．４ ペプチド固定化綿白布の作製とペプチド固定

化率の算出 

アミノ末端スペーサーを導入した加工布を

5.0cm×5.0cm に切り取り、出発原料とした。Fmoc-保

護アミノ酸を 29.7mg(100μmol)、O-ベンゾトリアゾ

リル-N,N,N',N'-テトラメチルウロニウムヘキサフル

オロホスファート(HBTU)34.1mg(90μmol)、1-ヒドロ

キシベンゾトリアゾール(HOBT)13.5mg(100μmol)、ジ

イソプロピルエチルアミン(DIEA) 25.8mg(200μmol)

を DMF ３ mL に溶解させ、加工布に加えた。反応の進

行は、ニンヒドリン溶液を用いて確認し、反応が終了

した時点で、DMF でよく洗浄した。残留しているアミ

ノ基をアセチル化するためにHOBT20mg、無水酢酸475

μL、DIEA225μL をDMF10mL に溶解させた溶液を加え

た。反応終了後、ニンヒドリン溶液を用いてアミノ基

が完全にアセチル化されていることを確認しDMFで洗

浄した。乾燥後、25%ピペリジンのDMF溶液10mLを加

え、Fmoc基を脱保護した。脱離したN-(9-フルオレニ

ルメチル)ピペリジンの吸光度からそれぞれのアミノ

酸の反応収率を算出した。全てのアミノ酸を反応させ

た後、TFA でアルギニンのアミノ基を保護している
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Pbf 基、チロシンの水酸基を保護しているtBu 基を脱

保護した。また、参照実験で用いた保護ペプチド固定

化綿布は、TFA による脱保護をおこなわずに、そのま

ま用いた。 

２．５ 走査型電子顕微鏡測定 

 加工布の表面観察は、走査型電子顕微鏡（JSM-

6480LV JEOL）を用いておこなった。 

２．６ 抗菌試験 

メチシリン耐性 Staphylococcus aureus (MRSA KO-

4)を、37℃で24時間インキュベーションして培養した

後、ニュートリエント培地に懸濁させ、これを減菌水

で希釈し、菌濃度が1.0x107個/mLの菌液を調整した。

得られた菌液の100μL を 15mm 角の正方形にした加工

綿布に添加した。37℃で18時間インキュベーションし

た後、生理食塩水を20mL加え、手振り振とうし、得ら

れた溶液の生菌数は混釈平板培養法により計測した。

試験終了後の加工布は、超純水で洗浄し、オートク

レーブ処理を行った後に再び同じ抗菌試験を行った。

この操作を繰り返し行い抗菌性能の耐久性を調べた。 

 

３．結果と考察 

３．１ 改変ペプチド固定化繊維の作製 

 ペプチドの繊維への固定化は、ペプチドアレイの作

製技術を応用した。ペプチドアレイは、ガラスやシリ

コン製の支持体上にペプチドを固定化し、固定化した

ペプチドと特異的に反応する生理活性物質を検出する

分析技術である。ペプチドアレイの作製には、二つの

方法が主に用いられる。一つ目は、予め表面処理を施

した支持体に目的ペプチドを反応させる方法である
6),7)。二つ目の方法は、固相合成法のようにアミノ酸を

支持体上で逐次的に反応させていく方法である 8),9)。

ペプチドアレイでは、分子量の大きなペプチドを使用

する場合が多いため、前者の方法が用いられることが

多いが、後者もSPOT法として、その技術が確立してい

る。改変ペプチドが 9 残基という非常に小さな分子で

あること、SPOT 合成法がセルロースを支持体として用

いた研究例があることから、本研究では後者の方法を

採用した。 

 上述したように、ペプチドアレイに関しては、様々

な研究事例が報告されている。しかしながら、実際は

DNA アレイと比べると開発は遅れており、実用化され

た例は非常に少ない。ペプチドはタンパク質と同様、

複雑な高次構造をとることでターゲット分子と特異的

に反応することが知られている。ところが、ペプチド

を固定化した際に高次構造が変化してしまうと本来の

機能は発現できなくなるため、活性を保持できる固定

化技術が必要とされる。ペプチドの種類によってその

手法は異なるが、１)ペプチドの自由度を確保するため

の分子鎖の導入、２）ペプチドの結合位置の制御、

３）タンパク質非特異吸着を防ぐための生体適合性物

質の利用、などが一般に試みられている。 

 本研究では、鎖長の異なる二種類のスペーサーを用

い、それらの構造が活性に及ぼす影響を調べた。また、

ペプチドの結合位置については、C 末端のみを反応起

点とすることとした。 

 スペーサーの導入は、Scheme １に従って行った。ジ

エチレングリコールビス(3-アミノプロピル)エーテル

を用いて作製したアミノ化綿布を C10、ジアミノプロ

パンを用いて作製した綿布をC3とした。それぞれのジ

アミンスペーサーの導入率は、実験項で記載したよう

にオレンジⅡの染色試験によりおこなった。その結果、

スペーサーの導入量は、それぞれ約 1.15μmol/cm2 で

あった。スペーサーの導入量は、ジアミン化合物との

反応時間や温度を調整することで制御できることが分

かった。 

 得られた加工布は、ペプチド固相合成法によりアミ

ノ酸を結合させた。最初の縮合反応は、アミノ基の物

質量に対して約10倍量のアミノ酸を用いて反応させ、

それ以降は３倍のアミノ酸を反応させた。アミノ酸縮

合反応の後、TFA 処理により、保護基を全て除去し、

ペプチドAを結合させたC3-AとC10-A、ペプチドDを

結合させたC10-Dを得た（図2）。 

 反応終了後、加工布の形状および形態変化を観察す

るために SEM 測定をおこなった。図３に示したように、

加工後においても「より」や螺旋状の二次壁が観察さ

れていることから、形状、形態ともに未処理の状態を

保持していることが分かった。 

 ペプチドの固定化量は、脱離したFmoc基の吸収スペ

クトルから算出した。図４に示すように、Ｃ末端アル

ギニンとＮ末端アルギニンはほぼ同量であることから、

縮合反応はほぼ定量的に進行していたことが分かった。

C3-AおよびC10-Aのペプチド固定化量はそれぞれ0.32、

0.27μmol/cm2であり、以前に作製した含浸タイプの加

工布4)とほぼ同程度であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Scheme１ 
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図２．改変ペプチド固定化繊維の構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．未処理綿布(a),(b)と加工後の綿布(c),(d)のSEM像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４．脱離したN-(9-フルオレニルメチル)ピペリジンの吸収ス

ペクトル（実線はＮ末端アルギニン、波線はＣ末端アルギニンか

ら脱離したもの） 

３．２ 抗菌活性試験 

 表２に抗菌活性の結果を示した。C3-pA および C10-

pA は保護ペプチドを固定化した繊維を示している。ペ

プチドAを固定化したC3-AとC10-Aでは、接種菌数が

１時間後で0.1%、18 時間後で0.05%にまで減少してい

ることが分かった。一方、アミノ基のみの C3、C10、

保護ペプチド固定化綿布のC3-pA、C10-pAは18時間後

には全て菌数が増加した。 

 ９残基改変ペプチドは、細菌の細胞膜に進入して膜

破壊を誘導することが活性機構と考えられている。今

回の試験では、ペプチドを固定化した繊維のみに強い

抗菌活性が認められたことから、スペーサーを介し、

化学的に固定化させてもその活性を保持できることが

明らかになった。しかしながら、スペーサーの鎖長が

異なるC3-AとC10-Aでは、明確な活性の差は認められ

なかった。一方、綿の替わりに金蒸着した固体基板に

ペプチドを結合した場合、C10 と同程度の長さのス

ペーサーを用いても抗菌活性が消失するという結果が

得られた。これらのことから、綿を構成しているセル

ロースがスペーサーの役割を担っていることが推測さ

れる。綿の表面加工では、結晶領域ではなく、比較的

モビリティが高い非晶領域の分子が反応することが分

かっており、スペーサー分子もこの非晶領域のセル

ロースと結合していることが予想できる。従って、モ

ビリティが高いセルロース分子がスペーサーとして働

きペプチドの自由度を確保しているため、短いスペー

サーでも本来の機能を発現できたと考えている。これ

らについては、金蒸着した固体基板にさらに長鎖のス

ペーサーを用いて固定化させることができれば、実証

できる可能性があるため、現在検討中である。 

 

表２．加工布の抗菌活性試験 

 1時間後(CFU/ml) 18時間後(CFU/ml) 
C3 1.22 x 106 4.94 x 106 
C3-A 3.20 x 103 5.00 x 102 
C3-pA 1.04 x 106 4.46 x 106 
C10 1.17 x 106 2.89 x 106 
C10-A 1.59 x 103 4.00 x 102 
C10-pA 1.39 x 106 3.81 x 106 

(接種したMRSAの菌数: 1.47 x 106 CFU/ml) 

 

３．３ 繰り返し耐久性試験 

 抗菌活性の耐久性を調べるため、同じ試験片を繰り

返し使用して同様の抗菌試験をおこなった。試験終了

後は、蒸留水での洗浄とオートクレープによる滅菌処

理をおこなった。図５にその結果を示した。C3-A と

C10-A のどちらの加工布も活性に変化はほとんどなく、

少なくとも３回は繰り返して使用できることが分かっ

た。 
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図５．抗菌活性の繰り返し試験(a)はC3-A、(b)はC10-A 

 

４ まとめ 

 改変ペプチドを綿布に化学結合させた抗菌加工布を

合成した。得られた加工布は、MRSA による抗菌試験で

活性が認められたことから、繊維に固定化された改変

ペプチドが遊離の状態の抗菌機能を保持できることが

実証できた。また、繰り返し試験では、蒸留水による

洗浄とオートクレーブによる滅菌処理では活性は低下

しないことが明らかになった。これらの実験結果は、

改変ペプチド固定化繊維が感染症予防のための有用な

ツールになり得る可能性を示唆しており、その成果を

特許出願した。(特開2010－184022) 
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画像解析手法を用いたマーセル化綿の評価 
 

 
（生活・環境産業部） 宮本昌幸、解野誠司 

 

 

１．緒言  

 綿のマーセル化は、綿布帛や綿糸を緊張化で濃厚な

水酸化ナトリウム水溶液により処理する加工であり、

綿製品に対して光沢や染色性の向上の効果を得ること

ができる重要な染色加工の工程のひとつである 1）。マ

ーセル化によって綿繊維の結晶構造や形状をはじめと

する諸性質が大きく変化するために、その評価法の確

立は品質管理技術として大きな意義を有している。 

本報では、繊維側面の顕微鏡像に対する画像解析に

よって客観的に繊維幅を測定する技術 2）を応用したマ

ーセル化綿の処理効果の評価法について報告する。 

 

２．実験方法 

２．１ 綿繊維の水酸化ナトリウム水溶液処理  

綿繊維試料として、JIS綿添付白布を用いた。 
水酸化ナトリウム水溶液処理中に試料を緊張下で保

持するために、図１の金属製ピンフレームを用い、四

辺を固定した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１．金属製ピンフレーム 
 
水酸化ナトリウム水溶液処理は、表１に示す濃度と

温度に調整した処理液により行った。処理時間は 30

分間とし、処理後室温の流水により洗浄した。乾燥は

自然乾燥により行った。 
 

表１．処理条件 
処理条件 処理温度（℃） NaOH 濃度（％） 

Ａ 20 10 

Ｂ 20 20 

Ｃ 20 30 

Ｄ 0 20 

Ｅ 60 20 

 

各試料のキャラクタライズとしてＸ線回折測定およ

びバリウム活性数の測定を行った。 
図１には、理学電機製RINT1400を用いてＸ線回折測

定を行った結果を示した。綿繊維のセルロースの結晶

構造は、マーセル化によってセルロースⅠ型からセル

ロースⅡ型に変化することが知られている３）。処理

条件Ａでは、Ｘ線回折パターンはほとんど未処理のも

のと変わらないセルロースⅠ型の特徴を示している。

処理条件Ｂ、Ｃ、ＤおよびＥでは、いずれもセルロー

スⅠ型とセルロースⅡ型の混合したＸ線回折パターン

が観察される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２．Ｘ線回折結果 

 

表２には、JIS L1096 に規定されたバリウム活性数

試験方法による測定結果を示した。 

バリウム活性数は、綿繊維の水酸化バリウム吸収量

を示し、マーセル化の効果である染料の吸着性などと

良好な相関関係があることが知られている。工業プロ

セスでのマーセル化綿のバリウム活性数は115～180程

度4）である。 

上述のＸ線回折パターンとバリウム活性数の値から、

条件Ａではマーセル化の処理効果が得られていないと

考えられる。処理条件Ｂ、Ｃ、ＤおよびＥでは、処理

効果が得られており、特に処理条件Ｃが最も処理効果

が高いと推定される。 

 

表２．処理綿繊維のバリウム活性数 

 

 
処理条件 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

バリウム活性数 77 190 204 184 137 

0 10 20 30 40 50

回折角 ２θ （°）

未処理 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

Ｅ 
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２．２ 顕微鏡画像の撮影 

 繊維鑑別に用いる光学顕微鏡（ニコン オプチフォト

2) に CMOS カ メ ラ （ Media Cybernetics 社 製 

Evolution LC）を接続し、繊維拡大画像を汎用パーソ

ナルコンピュータに取り込むシステムを構築した。画

像処理および解析には Image-Pro PLUS Ver.6.3

（Media Cybernetics社製）、統計解析にはMicrosoft 

Excel 2007を用いた。 

 ２．１で処理した生地および未処理の生地の糸を解

じょし、採取した繊維を用いて、撮影用プレパラート

を作製した。 

 透過光光源を使用し、20 倍の対物レンズによる顕微

鏡条件にて、繊維側面の拡大画像を撮影した。画像撮

影時の画像サイズは、1000×1000 ピクセルであり、

１ピクセルが0.3μmに相当する。 

２．３ 画像解析法による繊維幅の計測 

 前報の画像解析法２）により、図３に示すように顕微

鏡画像から計測用画像を作成し、繊維幅計測を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．画像解析方法 

 

３．結果と考察 

処理条件ＡおよびＣの綿繊維の顕微鏡像と繊維幅の

算出結果を図４に示した。未処理と同様の形状の処理

条件Ａの綿繊維では、繊維幅の分布の範囲が広く正規

分布をとらないのに対して、形状変化が明らかな処理

条件Ｃの綿繊維では繊維幅の分布の範囲が狭く、正規

分布に近いことが確認できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４．処理した綿繊維の拡大像と繊維幅の算出結果 

データの分布が、正規分布をとらない場合、中央値

が統計量の代表値としてよく用いられていることに着

目し、平均値と中央値の解離を示す値として、パラメ

ータα（式１）を算出した。正規分布をとる場合は、

α＝０となる。 

 

                   （１） 

 

図４の処理条件Ａの綿繊維がα＝3.6、処理条件Ｃの

綿繊維がα＝1.1 であった。この結果から、αをマー

セル化による側面形状変化の判定値として利用可能で

あると考えられる。 

マーセル化により形状変化した綿繊維の割合を調べ

るために、それぞれの処理条件での綿繊維について

50 枚の顕微鏡画像からαの算出を行った結果を図５に

示す。 

図５より、未処理および処理条件Ａでは、αが３以

上の画像が多く含まれており、処理条件ＣおよびＤで

は、α＝0.5 付近の画像が多く含まれている傾向が認

められる。 

さらに、それぞれの処理条件について得られた 50

個のαに対して、基本統計量の解析を行った。その結

果を表３に示す。 

 

表３． 画像解析法によるαの統計解析結果 

処理 

条件 
未処理 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

標準偏差 1.84 1.80 0.82 1.17 1.27 0.99 

尖度 6.40 5.39 4.10 2.60 2.48 5.38 

 

表中の標準偏差が大きければαの分布の広がりが大

きくなることを示し、尖度が小さくなればαが0.5付

近へ集中して裾が小さい分布となることを示している。  

処理条件Ａは、標準偏差が他の条件よりも大きな値

を示しており、未処理のものとほぼ同じ値である。こ

のことは、本条件ではマーセル化に伴う繊維の形状変

化が生じていない事と対応している。 

処理条件ＣおよびＤでは、尖度は未処理や他の条件

で処理したものよりも小さい値を示している。αの値

が0.5付近に集中していることを示唆しており、マー

セル化により形状変化した綿繊維が多いことに対応し

ている。 

以上より、αに関する統計解析から得られた標準偏

差からは、マーセル化による繊維の形状変化の有無を

判断することができ、尖度からはマーセル化により形

状変化が生じた繊維の割合を判断することができるこ

とがわかった。 

 

顕微鏡画像 計測画像 

α= （中央値－平均値）2
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           図５．処理した綿繊維のαの算出結果 

４．まとめ 

マーセル化綿の処理効果を評価するために、画像解

析によって客観的に繊維幅を測定する技術の応用を検

討した。綿繊維側面画像の繊維幅分布に対し、特徴を

示すパラメータとして、平均値と中央値の解離を示す

値αを適応した。さらに、αの統計解析から得られる

標準偏差および尖度が、マーセル化による綿繊維の形

状変化の度合いを評価するための指標として有用であ

ることを明らかにした。 

本研究は（独）科学技術振興機構の地域イノベーシ

ョン創出総合支援事業シーズ発掘試験「発掘型」にて

実施したものである。 
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アクリル系コーティング剤への導電性ペーストの印刷性 
 

 
           （材料技術部）       山下宗哲、宮崎崇、前田拓也、伊藤修    

（新中村化学工業株式会社） 高田浩平、森隆志、的場哲也、栢木實 

 

１．緒言  

 近年、印刷法による電子デバイス製造技術、いわゆ

るプリンテッド・エレクトロニクス（PE）技術が盛ん

になってきている。PE 技術は汎用の印刷技術が基礎と

なっているため、少ない設備投資で大面積・大量生産

の電子デバイスの製造が容易である。将来的には大型

ディスプレイ・太陽電池・電子ペーパー等への用途が

非常に期待されている。 

 PE において、重要な点の一つとして印刷時の解像性

がある。例えば紙への汎用の印刷において、印刷性は

インクと印刷機と紙の性質に依存している。特に高解

像印刷用の紙には最適化されたインク受容層がコー

ティングされている。しかしながら、紙用の受容層は、

水系ポリマーが多く水に弱い傾向にあり、PE 用として

は水や溶剤への耐性が不十分である。 

 本研究で対象としているスクリーン印刷法は、印刷

版のメッシュのため鮮明な細線パターンの描画が難し

いと思われているが、インクの適応範囲が広く、設備

投資が容易である。 

 本研究の目的は、溶剤系の各種アクリル系ポリマー

を受容層とし、スクリーン印刷における印刷性の相違

を調べることを目的とした。 

 

２．実験方法 

 受容層用アクリル系ポリマーを表１に示す。各アク

リルポリマーを溶媒で２倍に希釈してNo.3のバーコー

ターを用いて塗布した。導電性ペーストとして、大研

化学工業株式会社製の CA-2503-4 を使用した。基板と

して PET フィルム HL92W（100μm 厚、帝人デュポン

フィルム株式会社製）を用いた。 

 アクリル系ポリマーをコーティングした PET フィル

ムへ導電性ペーストを、スクリーン印刷版を用い、印

刷した。印刷後の導電性ペーストをマイクロスコープ

で観察し、線幅の細い部分と太い部分をそれぞれ 5 点

以上計測し印刷性評価を行った。印刷性評価項目の一

つである直進性の評価基準として、線幅の最大最小差

および平均値で判断した。 

 

３．結果 

図１に各アクリル系ポリマーをコーティングした

フィルムに対して、配線幅 44.7μm のスクリーン印刷

版で導電性ペーストを印刷した結果を示す。また、表

２に観察結果より計測した線幅の平均値、最大最小差

を示す。カチオン系のWIT-1500やノニオン系では最も

高分子量であるWIT-1505の最大最小差が小さく直進性

が良好である。WIT-1505 は最大最小差と平均線幅共に

小さいが、最小線幅が版の線幅以下であり、断線が懸

念される。一方で、WIT-1500 は平均線幅が大きいにも

関わらず、最大最小差が小さい。また、WIT-1505 と

WIT-1500 を混合することにより最大最小差を小さくす

ることができた。 

 

4.まとめ 

・カチオン系ポリマーにより印刷後の最大最小差を小

さくできた。 

・ノニオン系ポリマーにおいて、分子量が大きいほど

線幅の平均線幅と最大最小線幅差を小さくできた。 

・ノニオン系ポリマーとカチオン系ポリマーを混合す

ることで両者の長所を持つ印刷性を得た。 

表１．受容層用アクリル系ポリマーの概要 

型番 固形分 
(wt%) イオン性 備考※ 

WIT-1500 34 カチオン カチオン当量:858、水酸基
当量:1290、分子量:5500 

WIT-1501 36 カチオン カチオン当量:430、水酸基
当量:1290 

WIT-1502 34 ノニオン 水酸基当量:3200、分子
量:179000、Tg:39℃ 

WIT-1503 49 ノニオン 
水酸基当量:3200、分子

量:40000、WIT-1502 と同組
成、Tg:39℃ 

WIT-1505 9 ノニオン 
水酸基当量:3200、分子

量:1360000、WIT-1502 と同
組成、Tg:39℃ 

※備考の各当量について、固形分を元に計算 

表２．線幅測定結果（版の配線幅：44.7mm） 
 平均(μm) 最大最小差(μm) 

WIT-1505/WIT-1500=8/2 53.6 10.2 
WIT-1505 41.0 10.9 
WIT-1500 57.9 11.3 
WIT-1505/WIT-1500=9/1 51.5 11.7 
WIT-1505/WIT-1500=5/5 59.3 17.6 
WIT-1502 43.4 22.5 
WIT-1501 59.5 28.9 
受容層なし（HL92W） 66.5 30.1 
WIT-1503 47.4 31.1 

図１.導電性ペースト印刷結果の一例（版の配線幅44.7μm） 
WIT-1502 WIT-1503 WIT-1505 

100μm 100μm 100μm



 15 

自動車エンジン用ピストンの生産効率の向上に資する 
ダイカスト鋳造技術の開発 

-X線 CT画像の 3次元化による内部欠陥解析- 
 

（機械金属産業部） 古田 茂、坂下勝則 

 

 

１．緒言  

 アクロナイネン株式会社の戦略的基盤技術高度化支

援事業において、産業用CTスキャナを用いて試鋳品の

内部欠陥解析を行いデータを提供することで、ダイカ

スト鋳造方案の最適化と製品品質の信頼性確保を目的

とする。 

 本年度は、目標とする自動車エンジン用ピストンの

市販品を被試験体として、CT スキャン条件と画質の劣

化による誤検出について実験を行い、次年度からのダ

イカスト試鋳品に適用するスキャン条件と解析条件を

確立した。 

２．実験方法 

２．１ X線CTと解析システム 

 X 線 CT は図１の産業用 CT スキャナ（TOSCANER-

24200AV 東芝 ITC）、解析システムは VG Studio 

MAX1.2（Volume Graphics co. 2005）を用いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１．産業用CTスキャナ 

 

２．２ 試料および実験条件 

 本実験では、市販車用のピストン（外径φ72.5mm、

高さ 47.2mm）、を用いた。試料の全域の断面画像を

取得する必要があるため、発泡スチロールを用いて固

定した。図２はピストンを立てた状態で、径方向の断

面をスキャンする場合の配置である。共通のスキャン

条件は、試料の材質（X 線透過性）から、X 線管電圧

400kV、再構成フィルタ関数 FC2 とした。また、スラ

イス厚は最小の 1.0mm とした。CT 画像の最大解像度

時の画素サイズは約 0.073mm（150/2048）であるが、

積層時の解像度異方性を緩和するため CT 画像の画素

サイズが約 0.293mm（600/2048 であるが以下 0.293mm

と表示）となるよう、スキャンエリアに応じて再構成

マトリクスを決定した。スキャン条件は、同時にスキ

ャンする試料の個数、断面向き、スキャンモード、ス

ライスピッチを変えて9水準を設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２．試料台に配置したピストン 

 

 解析条件は、当センターでのアルミダイカスト部品

の解析実績をもとに設定した。 

 ・検出アルゴリズム 

   3D - Default （VGStudio オリジナル） 

 ・最小欠陥サイズ 

   0.201mm3 （8ボクセルに相当） 

 ・近隣ボクセルチェック 

   check neighborhood 

 ・低画質領域シフト 

   use quality map 

 

３．結果と考察 

 解析結果の例を図３、図４に示す。画像は試料ピス

トンの表面部分を表示する半透明表現を用いている。

赤色で表示されているのが検出された欠陥である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３. ４個スキャンの解析結果例 
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図４. １個スキャンの解析結果例 

 

図３と図４は同じ試料を同じ条件で解析した結果であ

る。図３は４個を一括してスキャンした画像による解

析結果であり、X 線の透過量不足に起因する断面画像

の画質劣化に起因する明らかな誤検出が多くなってい

る。図４は１個だけをスキャンした画像から解析した

結果で、誤検出が少ない。 

 実際の欠陥解析においては、X 線 CT の性能に依存

する断面画像の画質に応じて解析する必要があり、検

出漏れと誤検出を最小にするため、使用した解析シス

テムでは断面画像のグレイ値のバラツキや勾配により

Quality 値が付与されている。Quality 値が小さい欠

陥は誤検出の可能性が高く、Quality 値が大きい欠陥

は欠陥の可能性が高い。"Quality limit" は検出する

欠陥の最小Quality値を設定することで誤検出と検出

漏れを防いでいる。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５. 姿勢改善４個スキャン解析結果例 

 

 図５は同じ試料を姿勢を変えて４個配置してスキャ

ンした画像を用いた解析結果である。姿勢を変えるこ

とによりCTスキャン時のX線透過量が多くなり画質が

改善したことで、誤検出が非常に少なくなっている。 

 実験結果として、高精度を求める場合は１個ずつス

キャンし、解析する必要がある。複数個を同時にスキ

ャンする場合は、スキャン時間による画質改善よりも

X 線の透過量が確保できる試料姿勢でスキャンするこ

との効果が大きいことがわかった。 

 

４．まとめ 

 ダイカストなどの鋳造品では表面から凝固し、収縮

するため内部に引け巣とよばれる空洞が生じる。高い

信頼性を要求される自動車用ピストンの鋳造において

も、凝固シミュレーションにより計算された内部欠陥

と実際の欠陥解析結果を照合し、鋳造方案を完成させ

ることが重要であり、量産時の品質保証体制につなげ

ることができる。本実験による知見は、次年度以降の

試鋳品の内部欠陥解析に活用する。 

 

 本研究は戦略的基盤技術高度化支援事業「自動車エ

ンジン用ピストンの生産効率の向上に資するダイカス

ト鋳造技術の開発」において実施したものである。 
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高密度半炭化物の採算性の検討 
 

（機械金属産業部） 今西敏人 

（生活環境産業部） 梶本武志 

 

１．緒言  

 平成21年度に実施した「低炭素社会に向けた技術発

掘・社会システム実証モデル事業」（以下、平成 21

年度の低炭素事業と記す）において半炭化高密度成形

体の製造に取り組んだ結果、発熱量や成分など品質面

では石炭混焼用バイオマス燃料として対応可能１）と

思われるものであった。しかし、コストは 25,616 円

／ｔ（目標15,700円／t）で、木質バイオマスの利用

促進には製造コストが課題となった。 

本研究では、低コスト化を狙って高密度半炭化物の

製造方法を検討した。手法は、輸送コストの低減を狙

い間伐現場に近い段階で木チップの圧密化を行った後、

半炭化することを検討した。 

 

２．実験方法 

２．１ 木質ペレットの半炭化実験 

 市販の木質ペレット（スギ材、カサ密度 1.21）を用

いて平成 21 年度の低炭素事業にて導入したスク

リュー式半炭化炉（連続式半炭化炉、写真１）で半炭

化実験を行った。条件は、下表 1 の３つの条件で実施

した。得られた半炭化物について、半炭化による重量

収率、カサ密度、発熱量を測定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．２ 移動式（車載式）ペレタイザーの調査 

輸送コストの低減を狙い間伐現場に近い段階で木

チップの圧密化を行う手段として移動式（車載型）ペ

レタイザーの調査を行った。条件としては、平成 21

年度の低炭素事業において１ヶ所の間伐地で想定でき

る規模に該当する 300～500kg/h 級（10t／日）の車載

タイプのペレタイザーの調査を行った。 

 現状で、間伐地→中継地点（2t から 12t ダンプへ

チップの積み替え）→半炭化・ブリケット工場→港と

なっているシナリオに対し中継地点でペレット化する

ことで間伐地→中継地点（ペレット化し 12t ダンプへ

チップの積み替え）→半炭化・ブリケット工場（港設

置）とするシナリオで輸送コストの低減や半炭化工場

のコスト低減を狙った。 

 

３．結果と考察 

３．１ 木質ペレットの半炭化実験 

 得られた半炭化物の収率と物性を表 2 に示す。カサ

密度は半炭化ペレット個々の（重量）／（測寸による

体積）により算出し、充填カサ密度は 500ml カップへ

の充填重量により算出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 各条件で目標値を全て達成出来るものは無かったが

発熱量 23Mj/kg 以上の高密度半炭化物を製造する工程

として条件１および条件２の熱処理条件を用いて木

チップ→ペレット化→半炭化の工程が有効であると思

われる。また、今回の実験では使用できなかったがカ

サ密度 1.4 の市販ペレットも流通しており、計算では

半炭化後のカサ密度は0.95g/mlとなり目標とする高密

度半炭化物の製造は可能と思われる。 

 

３．２ 移動式（車載式）ペレタイザーの調査 

移動式のペレタイザーとしては、50kg/h 以下の小

型のものは100万円程度で市販されている。しかし、

ここでは１ヶ所の間伐地で 10t/日が予想され、これ

を処理するためには1～2機の300～500kg/h 級のペレ

タイザーが必要になる。調査の結果この規模の移動式

（車載型）ペレタイザーは市販されておらず、ペレタ

イザーメーカに実現の可能性を探った。しかし、300～

500kg の大型のものを車載型とした場合、設備稼働時

の振動や揺れに対する架台の安定性や固定などの安全

面の問題および移動時の振動による装置への影響など

解決すべき課題が大きく技術的に実現不可能という結

写真１．スクリュー式半炭化炉 

表１．熱処理条件 

表２．半炭化物の収率と物性 
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果に至った。これにより、輸送コストの低減を狙った

中継地点でペレット化を行い間伐地→中継地点（ペ

レット化し 12t ダンプへチップの積み替え）→半炭

化・ブリケット工場（港設置）の工程でのコスト試算

は実施できず、採算性については未検討となった。 

 

４．まとめ 

木質バイオマスの燃料利用のため、高密度半炭化物

の製造工程について間伐現場に近い段階で木チップ

のペレット化を行い、輸送コストを低減する方法を

検討した。半炭化前に圧密化を行っても比重 0.79～0.

96 発熱量 24.0～21.4MJ/kg の半炭化物が得られた。

コストについては、平成 21 年度の低炭素事業で問題

視した輸送コストの低減について模索したが 500kg/h

級の移動式ペレタイザーは実現困難であったため、

想定した工程での試算に至らなかった。 

 

５．参考文献 

１）平成 21 年度低炭素社会に向けた技術発掘・社会

システム実証モデル事業「バイオマス活用に向けた

高発熱量ブリケット製造技術と低コスト木チップ化

実証試験」事業報告書 
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「MADE IN WAKAYAMAの山椒の商品化」 
－平成 22年度マーケット・イン商品化支援事業－ 

 
（機械金属産業部）  山本芳也  

 

○支援構成 

■ 事業者名 ：(有)橋本漆芸   橋本洋二 

■ 開発テーマ：MADE IN WAKAYAMAの山椒 
■ 指導員  ：久保寛蕉（グラフィック他全般） 

       ：藤戸佐千世（パッケージ） 

■ 担当者  ：山本芳也 

 

１.事業着手に至る経緯 

和歌山県の地場産業である紀州漆器を製造する(有)

橋本漆芸より、日本一の生産高を誇る和歌山県のぶど

う山椒の新規商品をJAながみねとともに共同開発し
たいとの申し出があった。山椒入りケース等のパッケ

ージに関しては(有)橋本漆芸が担当し、販売に関して

はJAながみねが全国販売を目指すといった内容であ
った。海南市の漆器業界の支援とともに和歌山県産の

山椒の販売増加につながれば当地域の活性化になると

考え、この度本事業でのデザイン支援を行った。 

 

２.実施内容 

スーパーマーケット等で販売されている山椒の容器

は通常ガラス瓶に入っており、ラベルが帯状に巻かれ

た形体である。観光地などで販売されているいくつか

の山椒は缶入りやひょうたん入りなどがあり、ラベル

にも工夫を凝らした商品が見受けられる。（写真１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真１ 工夫を凝らしたパッケージ 
今回のテーマに沿ったデザイン支援を行うべく

WAKAYAMA あるいは、JAPAN を前面に押し出し、
国内の購買者のみならず海外からの観光客にも十分通

用するパッケージを目指して事業を進めた。 
肝心の内容物であるぶどう山椒粉に関しても数回の

試食を重ね、最終的には３種類のシリーズ化を図った。

すなわち「山椒粉」、「ゆず山椒」ならびに「唐辛子

山椒」である。内容量の検討も重ねた結果、６～８ g
が適量であるのがわかった。（内容物が粉であるので、

６ gでもかなりの嵩になる） 

容器に関しても指導員からのデザイン提案を元に試

行錯誤を行った。その提案例の一部を図１に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 １  デザイン提案例 
 

３.最終結果 

 参加者の意見統一を図り、図１の案を元に具体的

パッケージへと進めた。粉であるが故にこぼれないよ

うに、また蓋部分付近に粉が付着しないように工夫を

凝らして最終形体とした。漆器容器であるので、当然

“和”の雰囲気を持った形状、デザインに仕上げた。

最終売価や販売方法などは事業者が今後細部を詰め、

近々に販売の予定である。最終デザインは写真２、３

に示すとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真２ 各種パッケージ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真３ 商品展示POP例 
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「味みその商品化」 
－平成 22年度マーケット・イン商品化支援事業－ 

 
（機械金属産業部）  山本芳也  

 

○支援構成 

■ 事業者名 ：(有)水木商店   水木道臣 

■ 開発テーマ：味みその商品化 

■ 指導員 ：島﨑智子(パッケージ、グラフィック） 

：藤田敬了(コンセプト、ディスプレイ) 

■ 担当者 ：山本芳也 

 

１.事業着手に至る経緯 

事業者は七代目の味噌屋店主で、味噌などの一般販

売を行っており、高野山内寺院や社会福祉法人等にも

納めている。平成27年に高野山開創1200年記念大法会

（50日間で100万人の予想）と紀の国わかやま国体が

予定されている。これを販路と売り上げ拡大の機会と

とらえ、新製品の創作が急務と考えていた。既存の金

山寺味噌や味噌汁用味噌に加え、新たな商品として紀

州あるいは山里のイメージをもった、梅、木の実（く

るみなど）の素材を生かした加工味噌の製造販売に対

する強い意向もあり、今回デザイン支援を行った。 

 

２.実施内容 

前年度にデザイン相談事業で梅味噌のパッケージデ

ザイン支援を行った経緯があった。今回のマーケッ

ト・イン商品化支援事業ではこの梅味噌を含む味みそ

のセット商品、それに関連するパッケージ、袋、ラベ

ル、POP などの新規デザイン支援を行った（写真１、
２）。 

 

 

 

 

 

 

写真１ 味みそﾊﾟｯｹｰｼﾞ    写真２ セット商品例 
  味噌商品のデザインのみならず、商品群の並べ替

えなど、お客様にとって何がどこにあるかがわかりや

すい店舗のレイアウト変更も行った。また立ち上げた

ままの状態で長年放置されていたホームページのリ

ニューアルも行った（写真3にその一部を紹介）。 
新たな味噌商品としては、ランチタイムに提供する

“味噌屋の中華そば”にトッピングする味噌の試作や

ネーミングも行った。この中華そばは、観光客のみな

らず高野山内の人たちにも好評であると聞いている。 

 

     

 

 

 

 

  

写真３ リニューアル後のHP 

３.最終結果 

当初は数十年前のいわゆる地方の雑貨店の様相を

もった店舗であり、私自身も一見して味噌屋かどうか

わからない店構えであった。しかし、本事業終了時に

は少額の投資で見違える程の店舗に変えることができ

た。事業開始当初の当店は暗いイメージがあった（写

真４）ので、明るい店にし、高野山のランドマークに

したかったので、えんじ色の布幕を店舗の外に張り、

通行者や車を運転する人たちのアイキャッチにつなが

るような戦略を立てた（写真５）。その案が功を奏し、

「通行人の７-８割が店の中に入ってくれるように
なった。」と店主から聞いている。来客数が増加すれ

ば販売も必然的に

増加しているのは

言うまでもない。

今後更なる発展を

期待する。 

      

 

 

 写真４ 当初の店舗外観 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真５ 事業終了時の店舗外観 
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安心・安全設計スプレー噴霧機構の開発 
 

（機械金属産業部） 古田茂、坂下勝則、山本芳也、由井 徹、旅田健史 

（日進化学株式会社） 村木周作、角本次郎、羽根崇浩 

（和歌山大学） 山岡俊樹 

 

１．緒言  

日進化学㈱では、消臭芳香スプレーの製造を行って

いるが、大手販売メーカー間の競争のため、10 年ほど

前から内容量の増量化が起こっており、従来 180ml 入

りであったものが現在450mlが主流となっている。 

容量が大きいためお得感があるが、使用者の多くが

使いにくいと感じている。特に高齢者や幼児などに

とって扱いづらい。また、最近ではセンサーを使った

自動噴霧機構の製品も出ているが、誤使用により顔等

に噴射して吸引したといった事故等も起こっている。

このため今回、産学官の連携により誰もが使いやすく、

安全な新規消臭芳香スプレーの製品開発を行った。 

 

２．実験方法 

２．１ 研究の流れ 

本テーマの研究の流れは次の通りである。 

1.HDT（ヒューマンデザインテクノロジー）手法によ

る調査と、構造化コンセプト及びデザイン作成。 

2.デザイン案に基づく、具体設計と試作。 

3.HDT手法によるモデルの評価。 

4.評価結果に基づく設計改良。 

 

２．２ HDTによる調査とデザイン 

 HDT 手法に基づき、芳香消臭剤に関する要望調査、

市販品の評価、スプレー機構の調査等を行い、この結

果を体系化し、構造化コンセプト（図 1）をまとめ、

デザイン案（図2）を作成した。 

図１．構造化コンセプト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2．デザイン案（抜粋） 

 

２．３ デザイン案に基づく設計と試作 

（１） 製品案の設計 

和歌山大学より提案のデザイン案のうち、球形のデ

ザインを採用することとし、プロトタイプの設計（図

3）を行った。サイズは把持しやすくするため直径

100mm 高さ92.5mm とし、上半球を押さえることで噴霧

できる構造とした。 

図3．プロトタイプ図面 

 

 （２） 試作 

設計に基づき、フルカラー3D プリンタ：Z450（Z

コーポレーション製）にて、プロトタイプの試作（図

4）を行い形状や機構を検証した。部分的な形状修正

の上、モニター評価のための樹脂切削モデル（図 5）
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を外部試作企業に委託し作成した。 

図4．プロトタイプ試作モデル 

図5．モニター評価用樹脂モデル 

 

２．４ HDT手法によるモデルの評価 

市販されている形状の異なるトイレ用消臭スプレー4

種類と樹脂モデル（図 5）を用いてモニター評価を

行った。モニター10 名にそれぞれのスプレーを自由に

使用してもらい、評価項目９項目に対し順位付けを依

頼した。結果（表 1）、今回作成したプロトタイプは

今までにない形状から、新しさや魅力を感じさせるこ

とができたが、使い方が判らず、ユーザビリティとい

う面で他の製品に比べて、劣っていることが判った。 

 

表1．モニター評価結果 

評価項目  プロトタイプの順位  

①使いやすい  5位 

②使用方法がすぐに理解できる  5位 

③便利  3位 

④今後、使用しそう  2位 

⑤よく目立つ  3位 

⑥新しさがある  1位 

⑦品質感がある  1位 

⑧魅力がある  1位 

⑨購入してみたい  1位 

 

この結果から、構造化コンセプトでウエイトを低く設

定したユーザビリティ項目の重要性が総合評価に大き

く関わってくることが判った。この結果を考慮し、噴

射時の安全性を確保するため吐出口を格子状にして不

織布を当てる構造とし、設計改良した。またツートン

カラーにすることで押す箇所を見分けられるデザイン

（図6）を考案した。 

図6．改良設計後のCG画像 

形状及び機構を検証の上、樹脂切削モデル（図 7）

を作成し最終試作とした。 

図7．最終試作モデル 

 

３．結果と考察 

本研究では、エアゾールタイプの消臭・芳香剤を対

象にヒューマンデザインテクノロジーを用いて容器の

デザインとその評価を行い、ユーザー要求事項の抽出

を行った。その結果、「デザイン」と「ユーザビリ

ティ」の 2 項目が抽出された。また、手に収まり、

しっかり把持できるサイズが好まれることが判った。 

要求事項から構造化コンセプトをまとめ、設計・試

作を行い、モニター評価を行った。さらに課題抽出、

設計改良することでデザイン性に優れ、安心・安全な

消臭芳香剤製品が開発できた。 

４．まとめ 

本事業で得られた製品案については、現在特許出願

中であり、今後大手企業に提案を行い製品化に向けて

進めていく予定である。

 



 23

フルカラー３Ｄプリンタ造形物の後処理方法の検討 
-強度および外観に関する比較- 

 
（機械金属産業部） 由井徹、旅田健史、時枝健太郎 

 

 

１．緒言  

 当センターが導入したフルカラー３Ｄプリンタ Z 

CORPORATION ZPrinter 450（以下3Dプリンタ）による

造形物は、造形後にワックスや接着剤等で処理するこ

とにより造形物の強度を増し、外観の発色を改善する

ことができる。 

後処理に用いる接着剤等の種類や処理の方法などに

よって造形物の強度や外観が異なり、それに要する材

料費にも差がある。 

これらを把握することは、この装置を有効に活用し

て県内企業等の製品開発やプレゼンテーションなどに

役立ててもらううえで大変重要である。 

 

２．実験方法 

２．１ 強度試験 

 後処理による造形物の強度の違いを把握するため、

引張、曲げ、衝撃の各試験を行った。サンプルは比較

のため未処理のもの及び当センターの「光造形装置」

による造形物を含め、表１に示す25種類を用意した。

なお、後処理名の説明を表２に示す。 

 各強度試験では５点の試験片を用い、それぞれ１点

の予備を加え各６点の試験片を準備した。 

 

 引張試験は、未処理のもの等ははさむだけで壊れる

恐れがあるため、通常のはさみ具の代わりにセラミッ

クの引張試験で用いる特殊な保持装置を用いることと

し、その保持装置に対応するため図１の試験片を用い

た。 

試験は表３の試験条件により行った。 

 

表１．後処理の種類 

記号 後処理名
ア 未処理
イ ワックス
ウ CA-A1（滴下）
エ CA-A1（漬-20秒）
エ+ CA-A1（漬-120秒）
オ CA-A1-劣化（漬-20秒）
カ CA-C1（滴下）
キ CA-C1（漬20秒） ＋ 二液エポキシ
ク 溶射封孔剤（漬-20秒）
ク+ 溶射封孔剤（漬-120秒）
ケ コンクリート面強化剤（漬-20秒）
コ 壁表面強化剤（漬-20秒）
サ CA-B（滴下）
シ 一液エポキシ（刷毛）
ス 二液エポキシ（刷毛）
セ エプソム塩（漬-20秒）
ソ CA-C1（漬-20秒） ＋ 一液エポキシ
タ CA-C1（漬-20秒）
タ+ CA-C1（漬-120秒）
チ 塩ビ用接着剤（刷毛）
ツ CA-B（漬-20秒）
ツ+ CA-B（漬-120秒）
テ CA-A2（漬-20秒）
テ+ CA-A2（漬-120秒）
光 光造形

図１．引張試験の試験片（単位mm） 

表３．引張試験の試験条件 

試験機 島津オートグラフ AG-100KND（Ｗ）
ロードセル 5 kN
試験片の数 5 個
試験速度 5 mm / min
測定値 最大試験力（荷重） N

表２．後処理の説明 
処理名 説明

未処理 造形後の後処理をしないもの

ワックス オートワクサーでワックス（蝋）を含浸 *

CA-A1 シアノアクリレート系接着剤、Ａ社の製品その１
CA-A2 シアノアクリレート系接着剤、Ａ社の製品その２

CA-A1-劣化
シアノアクリレート系接着剤、Ａ社の製品その１
ただし開封しディッピング処理に使用後、約１ヶ月経過させ液の粘性が上
がって蜂蜜状になったものを用いる

CA-B シアノアクリレート系接着剤、Ｂ社の製品

CA-C1
シアノアクリレート系接着剤、Ｃ社の製品（その１…ただし他の種類は今回
実験せず）

溶射封孔剤 第２石油類（非水溶性）
コンクリート面強化剤 車庫床等の強化用、水溶性ケイ酸塩
壁表面強化剤 室内の砂壁、繊維壁用、アクリルシリコン共重合樹脂

一液エポキシ 一液性エポキシ系樹脂（熱硬化型） **

二液エポキシ 二液性エポキシ系樹脂（硬化剤を添加するタイプ）
塩ビ用接着剤 塩ビパイプ接着用
光造形 当センターの光造形装置で試料を作成、エポキシ系光硬化樹脂
（滴下） 手作業により接着剤容器から対象物に液を直接たらして含浸させる
（漬-20秒） 接着剤の液の中に対象物を２０秒間漬けて含浸させる
（漬-120秒） 接着剤の液の中に対象物を１２０秒間漬けて含浸させる
（刷毛） 対象物に接着剤を刷毛塗りして含浸させる

* オートワクサーの設定値（Preheat 5min、Dip speed LOW、Soak time 20min、Postheat 10min）

** 一液性エポキシは１００℃で３時間加熱
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 曲げ試験は、図２の試験片を用いて表４の条件で

行った。 

 

 

衝撃試験は、図３の試験片を用いて、表５の条件で

行った。 

 

 

２．２ 測色 

 造形物の未着色の素地色の明度を求めるため、曲げ

試験用に作成した試験片の予備１本を使い、分光測色

計（コニカミノルタセンシング株式会社 CM-3700d）で

測色した。 

２．３ 外観の主観評価 

強度試験の結果等を考慮して一部不要と思われる後

処理を除き、図４に示す画像を印刷した板状の造形物

（W=98mm, H=115.7mm, T=3mm）に所定の後処理を施し、

男女11名による外観の主観評価を行った。 

 

３．結果と考察 

結果の一覧を表６に示す。記号ソ「CA-C1（漬-20

秒）+ 一液エポキシ」および記号タ＋「CA-C1(漬-120

秒)」はチャック切れのため正常に試験できた数が５に

満たなかったため、値はチャック切れしたものを含む

参考値である。 

 引張試験では未処理のものに比べて最大で 13.6 倍、

曲げ試験では同7.3倍、衝撃試験では同1.7倍の強度

が得られた。 

 外観面では、後処理の接着剤等を含浸させることに

より、未着色部分の白地が沈んだようにグレーがかる

傾向がある。フルカラー3D プリンタの特徴であるカ

ラー着色済みモデルでも白地部分が沈んだグレーにな

ることにより、再現される印刷イメージが劣化する。

一方、白地が元の石膏パウダーの白に近い後処理では、

カラー着色した部分も全体に白っぽく粉を吹いたよう

な、あるいは褪色したような浅い色の印象を受ける。 

 外観の主観評価を行った 16 点について、白地部分

の測色結果との散布図に表した図７を見ると、白地部

分の明度が高い方が外観の主観評価が低く、逆に白地

部分の明度が低くよりグレーに近い方が、外観の主観

評価が高い傾向が見られる。 

 このことは、造形物の目的や用途によって(A)「白

さ」に重点を置くものと(B)「発色の鮮やかさ、濃さ、

深さ」に重点を置くものとで後処理方法を選択する必

要があり、さらにそれだけではなく、造形物の着色を

計画する際に(A)か(B)のどちらかに絞って表現意図を

明確にする必要がある事を示唆するように思われる。 

図２．曲げ試験の試験片（単位mm） 

試験機 インストロン５５６９
ロードセル 5 kN
試験片の数 5 個
支点間距離 64 mm
試験速度 5 mm / min
測定値 最大試験力（荷重） N

表４．曲げ試験の試験条件 

図３．衝撃試験の試験片（単位mm） 

試験機 東洋精機シャルピー衝撃試験機
ひょう量 0.5 J
試験片の数 5 個
測定値 試料破断に要した吸収エネルギー J

表５．衝撃試験の試験条件 

図４．外観の主観評価に用いた画像 
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４．まとめ 

この検討を行ったことにより、この装置による造形

物と接着剤等による後処理に関する多くの情報が得ら

れた。当センターが保有する光造形装置による造形物

と比べ、この装置による造形物は強度が低いことが経

験的にわかっていたが、後処理の方法ごとに具体的な

数値で把握できたことにより、目的と用途による適用

の可否をより具体的に判断することが可能となった。 

また、外観面においても後処理の方法による違いが

明らかになったことで、目的と用途に適した方法を選

択する判断基準となるだけでなく、この装置で造形物

を作成する場合に、どのような着色表現を目標とすべ

きかという点についても有意義な情報が得られた。 
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図７．造形物の白地部分の明度と主観評価との相関 

表６．結果一覧 

測色 外観
最大試
験力（Ｎ）

標準偏差
最大試
験力（Ｎ）

標準偏差
吸収エネ
ルギー（Ｊ）

標準偏差
明度
L*(D65)

主観評価
(0～5）

ア 未処理 40.85 6.38 6.20 0.79 0.0210 0.0008 91.80 1.36
イ ワックス 114.58 6.04 14.89 1.35 0.0242 0.0011 80.74 3.73
ウ CA-A1（滴下） 127.86 12.64 19.40 2.74 0.0282 0.0025 87.05 2.82
エ CA-A1（漬-20秒） 154.03 13.46 21.53 0.51 0.0447 0.0040 87.84 2.55
エ+ CA-A1（漬-120秒） 346.60 32.09 34.13 1.41 0.0465 0.0063 80.09 －
オ CA-A1-劣化（漬-20秒） 108.24 3.04 19.58 0.73 0.0387 0.0020 89.62 －
カ CA-C1（滴下） 176.70 14.13 21.69 2.66 0.0291 0.0032 87.38 2.91
キ CA-C1（漬20秒） ＋ 二液エポキシ 245.08 15.36 29.72 1.79 0.0498 0.0070 86.05 3.27
ク 溶射封孔剤（漬-20秒） 121.53 4.19 19.19 1.55 0.0255 0.0007 87.58 2.36
ク+ 溶射封孔剤（漬-120秒） 262.60 29.11 26.29 1.48 0.0283 0.0015 82.38 －
ケ コンクリート面強化剤（漬-20秒） 70.41 3.37 9.65 0.65 0.0209 0.0008 92.74 0.18
コ 壁表面強化剤（漬-20秒） 62.88 1.87 9.65 0.67 0.0217 0.0006 93.04 －
サ CA-B（滴下） 111.74 6.79 15.68 1.02 0.0276 0.0021 86.46 2.36
シ 一液エポキシ（刷毛） 172.83 17.24 22.04 0.69 0.0233 0.0007 85.96 1.18
ス 二液エポキシ（刷毛） 136.59 12.10 20.85 2.22 0.0292 0.0030 85.88 1.91
セ エプソム塩（漬-20秒） 59.78 7.69 9.37 1.34 0.0206 0.0006 91.95 0.45

ソ CA-C1（漬-20秒） ＋ 一液エポキシ * 160.66 19.03 28.54 1.94 0.0357 0.0018 88.30 1.45

タ CA-C1（漬-20秒） 260.02 7.86 29.94 1.93 0.0436 0.0073 85.52 4.00

タ+ CA-C1（漬-120秒） ** 454.66 29.89 45.44 2.22 0.0337 0.0037 78.67 －

チ 塩ビ用接着剤（刷毛） 55.35 6.60 9.32 0.71 0.0233 0.0012 90.71 －
ツ CA-B（漬-20秒） 163.73 10.63 20.78 0.32 0.0267 0.0010 84.92 4.00
ツ+ CA-B（漬-120秒） 499.27 28.13 36.30 0.71 0.0270 0.0025 76.92 －
テ CA-A2（漬-20秒） 503.75 42.14 39.91 1.44 0.0255 0.0006 78.02 4.36
テ+ CA-A2（漬-120秒） 554.25 55.63 39.39 1.86 0.0268 0.0029 76.93 －
光 光造形 3,104.02 26.91 235.99 5.23 0.0288 0.0010 － －

* 引張試験で、試験片全６点チャック切れ。値は最初の５点を用いた。
** 引張試験で、試験片全６点中４点（１・２・４・５）チャック切れ。値は最初の５点を用いた。

記号 処理
引っ張り試験 曲げ試験 衝撃試験
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カーボンコーティングによる農薬散布ノズルの改良 
 

 
（企画総務部） 重本明彦 

 

 

１．緒言  

 近年、農薬の飛散が環境問題となっており、平成 18

年５月にポジティブリスト制が導入された。その制度

では 799 種の農薬等については「残留基準」を超えて

残留する食品の流通を禁止、更に残留基準の定めのな

い場合については一律に 0.01ppm を超えて残留する食

品の流通が禁止されている１)。これを受けて対策済み

の農薬噴霧ノズルが各社より発売されているが、設計

された噴霧性能を維持するためには噴霧口の磨耗を抑

えることが望ましい。そこで、耐磨耗性を付与するダ

イヤモンドライクカーボンコーティングによってノズ

ル噴霧口の耐久性向上を試みた。 

 

２．実験方法 

２．１ ダイヤモンドライクカーボンについて 

 ダイヤモンドライクカーボン（diamondlike carbon:

 DLC）はダイヤモンド成分とグラファイト（黒鉛）成

分から成るアモルファス構造の炭素膜である 2)。 成

膜方法にもよるが表面の硬度はビッカース硬度で Hv 1

000 ～ 3000程度を示す3)。主な用途としては刃物への

コーティングが挙げられるが、表面硬度などの物性に

ついてはダイヤモンド、グラファイト成分に加え膜中

の水素成分によって様々な値をとる。 

 

２．２ コーティング方法について 

 DLC コーティングは真空チャンバー内で処理を行う、

ドライコーティング方式である。真空チャンバー内で

炭素プラズマを作成し、被コーティング材であるワー

クにバイアスをかけてコーティングを行う。本研究で

はプラズマイオン注入法(Plasma Based Ion Implantat

ion: PBII)を用いた4)。 

 DLC コーティング方法には大きく分けて、物理気相

成長法(Physical Vapor Deposition :PVD)と化学気相

成長法(Chemical Vapor Deposition :CVD)があり、PVD

では、固体の炭素ターゲットに対して高電圧によるア

ーク放電やアルゴンガスによるスパッタリングによっ

て真空チャンバー内に炭素プラズマを生成させる。一

方、CVD では、メタンガスやアセチレンガスといった

炭化水素ガスを真空チャンバー内に導入し、高周波電

源等を用いてプラズマ化させる。PBII 法はCVD コーテ

ィングの一種であるが、ワークに対してRF電源と負の

高圧パルスを重畳させることにより、試料と DLC 膜を

密着させ、凹凸の深いところまでコーティングが可能

である。 

 

２．３ ノズルの耐磨耗性試験について 

 コーティング対象のノズルを図１に示す。材質はス

テンレス鋼SUS304であり、プレス加工により成形され

ている。 

 

図１．コーティングノズルの形状 

 

また、DLC 処理を行ったノズルと未処理ノズルに対

して、図２に示す循環噴霧システムで噴霧量増加率を

測定し、耐磨耗性を評価した。 

図２. 噴霧テストの概要 

 

 測定システムでは、２ MPa まで加圧した 80 倍希釈

の炭酸カルシウム試験液を噴霧し、循環させている。

動力噴霧機直前に設置してあるリザーバータンクの容

量変化を読み取ることによって 1 分間あたりの噴霧量

を測定できる仕組みとなっており、最初の噴霧量から、

Ｘ分後（Ｘ＝10、50、100、200）の噴霧量増加率を測

定した。  
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３．結果と考察 

得られた結果を図３に示す。DLC 処理品は未処理品

に比べて噴霧量増加率が抑えられている。特に加速試

験として100 時間経過後に農薬濃度を2 倍（希釈倍率

40 倍）にして噴霧試験を行ったところ、未処理品は噴

霧量が大幅に増加するのに比べ、DLC 処理品は噴霧増

加率が１%に抑えられ、耐磨耗性の向上が見られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３.噴霧量増加率の測定結果 

  

更に、試験後のノズルにおける噴霧口断面を電子顕

微鏡を用いて倍率 2500 倍で観察したところ、未処理

品では明らかな噴霧による磨耗がみられた。一方、DL

C 処理品では噴霧試験によって膜の形状が平坦になっ

ているものの、DLC 膜自体は十分残っていることが確

認された。 

 

４．まとめ 

 ステンレス鋼製の農薬噴霧ノズルに対してプラズマ

イオン注入法を用いてDLCコーティングを行い、噴霧

テストによって未処理品との比較を行ったところ、耐

磨耗性の向上がみられた。その後、このDLCコーティ

ングノズルはヤマホ工業㈱より製品化された。 

 今後、この長期間に渡って噴霧性能を維持できる性

能を生かして屋内、屋外での農業温室における温湿度

を調整する環境制御への応用などが期待できる。 

  

なお、この成果はヤマホ工業株式会社、独立行政法人

産業技術総合研究所との共同研究によるものです。 

 

------------------------------------------- 

１）  安藤由紀子 植物防疫 2006-02, 60(2), 93-95 

２） Aisenberg, et al., J. Appl. Phys. 1971, 42 p.2953 - 

2958 

３） 佐々木 信也 DLC 膜ハンドブック (株)エヌティーエ

ス  2006, p. 17 - 36 

４）  高機能化のためのDLC成膜技術 日刊工業新聞社 2007 

p.149 – p.160 

５） Y. Mokuno, et al., Surf. Coat. Technol., 2008, 156, 

       p.328 – p.331 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４. 噴霧口の電子顕微鏡写真 
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イオン液体を利用した規制対象有機物質に関する分析法の開発 
 

（化学産業部） 大﨑秀介、森めぐみ、松本明弘 

 

１．はじめに  

 近年、環境への配慮のために工業製品およびその中

間体・原料に含まれる化学物質に対する法規制が、国

内外において強化されつつある。また、それら規制対

象物質が河川などの環境中に流出した場合、極微量で

生態系に深刻な影響を及ぼすものも報告されている 1)。

そのため、製品から環境中への対象物質の流出を

厳密に管理する必要があり、より簡便で高感度な微量

分析法の確立が望まれている。 

   塩でありながら室温で液体状態であるイオン液体

は、水とも有機溶媒とも異なるユニークな物性を有す

ることから、近年、様々な分野での応用が検討されて

いる 2)。我々は、親水性イオン液体と脂溶性アニオン

が水中でイオン交換することで疎水性イオン液体とな

り、水から相分離する現象に着目した。この疎水性イ

オン液体の生成過程に生じる相分離現象を抽出法に利

用することで、従来の二相系液-液抽出法よりも高効

率な抽出・分離が可能であると考えられる3)。 

 本研究では、疎水性イオン液体の相分離現象を利用

し、水中の規制対象物質を抽出分離した後に、逆抽出

等の煩雑な操作を行うことなくそれらを検出するため

の一連の分析法(図１)を検討したので報告する。 

 

 

図１.  本研究における分析スキーム 

 

２．実験 

２．１ 化合物（分析対象および抽出相） 

 分析対象となる規制対象

物質にはフタル酸エステル

を選定した。用いたフタル

酸エステルの構造を図２に

示す。また、抽出相となる

水溶性イオン液体には、１

-メチル-３-ブチルイミダゾリウムクロライド ( 化合

物１ )を、脂溶性アニオンとしてはトリフルオロメタ

ンスルホニルイミドリチウム( 化合物２ )を使用した。

これら化合物１, ２は、水中でイオン交換反応を経て

疎水性イオン液体となり、水から相分離することが確

認されている（図３）。 

 

２．２ 抽出実験 

 フタル酸エステル1.0, 5.0, 10 mg L-1水溶液10 mL 

図３. 疎水性イオン液体の生成反応 

 

に、親水性イオン液体である化合物１（180 mg）を加

えた。完全に溶解し均一溶液であることを確認した後、

脂溶性塩である化合物２（285 mg）を加えた。それぞ

れの添加量は、各化合物が水溶液にて0.1 mol L-1とな

る量とした。その後、疎水性イオン液体の生成に伴う

溶液の白濁が確認され、この不均一溶液を約３時間静

置することで、疎水性イオン液体相を相分離させた。 

 フタル酸エステルのイオン液体相への抽出挙動を確

認するため、高速液体クロマトグラフィー（HPLC）測

定を行った。抽出実験を行う前後の水相を測定し、フ

タル酸エステル由来のピーク面積の減少率から抽出率

を算出した。測定条件を以下に示す。 

 

HPLC測定条件 

HPLC 装置：Agilent 製 1100 SERIES、移動相：メタノール / 水= 

70/30、流速 : 1.2 mL min.-1, 検出 : 254 nm、カラム : ODS 250

×4.6 mm, 40℃ 

 

２．３ フタル酸エステルの検出 

 イオン液体相に抽出されたフタル酸エステルを検出

する手法として、熱分解ガスクロマトグラフィー質量

分析（Py/GC-MS）を用いた。抽出後の疎水性イオン液

体1 μLを、マイクロシリンジを用いてパイロホイル

に添加し、下記の条件で対象物質の検出を試みた。 

 

Py/GC-MS測定条件 

GC-MS 装置: GC (HP 製 5890 SERIESⅡ), MS (JEOL 製 GC mate)、

熱分解装置: 日本分析工業製 JHP-3 型、熱分解温度：333℃(パ

イロホイル f 333使用)、走査質量範囲：10 －1000 、イオン化

方法：電子衝撃イオン化法、カラム：DB-1MS  30 m  0.25 mm 0.

25 μm、温度 : 150 ℃→(20 ℃/min.)→300 ℃(7.5 min. )  

 

３．結果 

３．１ 抽出実験 

 抽出後の水相を分取し、HPLC 測定を行った。その

結果、抽出前には確認されたフタル酸エステルに由来

図２. フタル酸エステル 



 29 

するピークが、抽出後にはほぼ消失していた。また。

得られたクロマトグラムの各成分に由来するピーク面

積の減少率から抽出率を算出した結果、フタル酸エス

テル類は鎖長の長さに関わらずほぼ 100 %に近い割合

でイオン液体相に抽出されることが確認された(図４)。 

図４. フタル酸エステル ( 1 mg L-1 水溶液) のイオン液体相へ

の抽出率 

 

３．２ フタル酸エステルの検出 

 イオン液体相に抽出された成分を、逆抽出等の操作

を行わずに直接分析するために、Py/GC-MS を用いて

測定した。熱分解温度が高温（590℃）になると、抽

出相であるイオン液体が熱分解するため、目的物質の

検出を妨害してしまう。そのため、今回用いたイオン

液体の分解温度（約 400℃）より低温の 333℃に、熱

分解温度を設定した。その結果、抽出相であるイオン

液体の分解を抑えると共にフタル酸エステルを効果的

に装置へ導入でき、各成分を良好に検出することがで

きた。さらに、1.0, 5.0, 10 mg L-1 に調製したフタ

ル酸エステル水溶液を用いて抽出を行い、Py/GC-MS 測

定を行った結果、どの溶液を用いた場合もフタル酸エ

ステルに由来するピークが確認された。さらに、得ら

れたピーク面積をフタル酸エステル濃度に対してプロ

ットした結果、それぞれの化合物において優れた直線

性が得られた（図５）。 

 これらの結果から、Py/GC-MS を用いることで、イオ

ン液体相に抽出された有機物質を定量的に検出できる

ことが確認された。 

 

４．まとめ 

 疎水性イオン液体の相分離現象を利用することで、

規制対象物質であるフタル酸エステルを効率的に抽出

分離し、Py/GC-MS にて測定する一連の分析法を検討

した。HPLC 測定から算出された抽出率の結果、フタ

ル酸エステルは鎖長の長さに関わらず、イオン液体相

へ効率的に抽出されることが確認された。また、イオ

ン液体相に抽出されたフタル酸エステルを Py/GC-MS

にて測定した結果、逆抽出等の煩雑な操作を行うこと

なく、定量的に検出することができた。 

 以上の結果から、本研究で検討されたイオン液体を

利用した分析法は、水中の規制対象物質を検出するた

めの効果的な手法であると考えられる。また、本法は

規制対象物質のみならず、揮発性有機物質（VOC）な

ど他の有機物質に対しても応用が可能であるため、今

後、様々な展開が期待できる。 
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図５. フタル酸エステル濃度に対する Py/GC-MS クロマト

(TIC)のピーク面積 
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MEMS 技術を応用した静電気非接触可視化システムの実用化 
 

（電子産業部）           伊東隆喜、上野吉史、前田裕司  

（阪和電子工業株式会社）中家利幸 

（学校法人近畿大学）  栗山敏秀 

 

１．緒言  

 我々はこれまでに製造現場向けの静電気帯電量の２

次元可視化システムの研究を行ってきている。前報に

おいて、静電気センサ素子としてステンレスワイヤと

シリコンチップで製作した２次元トーション・ミラー

が静電気による捩じれ角度から静電気センサとして機

能することを確認した。さらに、ソフトウェア処理に

より、トーション・ミラーの捩じれ角度を静電気分布

として置き換えて２次分布表示処理を行うことで、２

次元トーション・ミラーが、静電気帯電分布を非接触

可視化システムへ応用可能であることを実証した。本

研究では実用化を目指してシリコンにより作製した２

次元トーション・ミラーのピコ秒レーザによるトリミ

ング加工と、静電気帯電分布と検査面の動画との映像

合成技術の研究を行った１）。 

 

２．トーション・ミラーの製造プロセス  

 図 1 に静電気分布測定に使用されるトーション・ミ

ラーの製造プロセスを示す。 

SOI (Silicon on Insulator) 基板(１～10Ωcm)を用

い、表面に形成されていたシリコン酸化膜(SiO2)をパ

ターンエッチングし、表面シリコンを露出する(図 1a)。

ドライエッチングによりトーション・ミラーが形成さ

れる上部のシリコン層をエッチングし、トーション・

ミラー（図中では、トーションバーの部分は表示され

ていない）の形状に形成する(図 1b)。その後、裏面の

シリコン酸化膜をパターンエッチングし、トーショ

ン・ミラーの下部の基板シリコンを露出し(図 1c)、下

部のシリコン基板を埋め込み酸化膜層が露出するまで

ドライエッチングする(図 1d)。その後、ウェハー全体

をフッ酸溶液に浸し、上下のシリコン酸化膜を除去し

製作される(図 1e)。上記半導体プロセス中、MEMS セ

ンサ破損防止のため補強をつけているため、半導体プ

ロセスを終了してデバイスへの保護機構を付与した後

補強部分を切り落とす。 

 

３．ピコ秒レーザ加工 

３．１ ピコ秒レーザ加工システム 

フェムト秒レーザは熱変性域が皆無なレーザアブレ

ーションが可能なため、精密加工の研究が盛んになさ

れてきたが、レーザ出力の不安定性から工業生産には

用いられていない。 

 

図１. トーション・ミラーの製造プロセス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２. トーション・ミラーの補強 

 

一方、ピコ秒レーザはフェムト秒レーザに比べ出力が

安定しているためレーザ加工への産業応用が盛んに行

われている。しかし、極薄シリコンとそれを用いた

MEMS デバイスの加工に関する報告は我々の知る限り

ない。今回、レーザの安定性と加工の質の良さの双方

を実現させるため、ピコ秒レーザによる極薄シリコン

への加工を試みた。 

図３はレーザ加工システムの概略図を示す。表１は

レーザ加工システムの特性である。レーザ加工システ

ムには、低出力微細加工用ピコ秒レーザ（Time-

Bandwidthw 社製、Duettino-SHG）と高精度XY ステー

ジ（Aerotech社製、ANT130-160）を用いた。 
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図３. レーザ加工システムの概略図 

 

表１ レーザ加工システムの特性 

レーザ出力波長 1064nmと532nm 

パルス幅 9.5ps 

出力エネルギー Max. 200μJ@1064nm 

Max. 100μJ@532nm 

パルス繰返し周波数 Single～8.2MHz@1064nm 

1.26～8.2MHz@532nm 

パルスエネルギー安定

性 

0.5%rms以下 

ビーム拡がりの安定性 40μrad/℃以下 

M2 1.3未満 

（発振周波数に関わらず） 

パルストレイン内 

パルスの任意制御 

可能 

高精度XYステージの特性 

ストローク 160mm 

位置決め分解能 3nm 

繰返し位置決め精度 50nm 

真直度 水平250nm 

垂直方向 500nm 

サンプル保持 真空ステージ 

駆動制御 パーソナルコンピューターに

よるプログラム制御 

 

光学系の設計はレーザ加工面においてビーム直径、

27μm  (1/e2)、レイリー長は±236μm となるように

行った。尚、低出力微細加工用ピコ秒レーザはパルス

トレイン内のパルスを任意制御できる。 

レーザ加工は最初にサンプルを位置決めカメラの視

野内の所定位置に置き、加工位置を設定した。次にレ

ーザ出力、パルス繰り返し周波数、パルストレインを

設定した。レーザ加工は高精度 XY ステージの制御画

面よりステージ移動速度、加工形状、シャッターユニ

ットの開閉位置をプログラミングして行った。その際、

レーザ強度はバリアブルアッテネータで調整した。焦

点距離は加工サンプルの溝が最も小さくなるように調

整した。また、切断の位置決め精度は±0.05μm で定

めることができた。 

 

３．２ 保護用補強機構の切断 

トーション・ミラーに付いている保護用補強機構の

切断を行った。最初にパルス繰り返し周波数

10kHz(96μJ)で保護用補強を切断した。さらに、切断

後の仕上げはパルス繰り返し周波数 1.26kHz(158μJ)

で行った。ステージ移動速度は 0.05mm/sec であった。

図４は保護用補強機構の切断前後の比較を示す。用い

たサンプルは厚さ 15μm、トーションバー幅 5μm の

トーション・ミラーであった。試作した他のトーショ

ン・ミラーにおいも保護用補強の切断はトーション・

ミラーの厚さ、トーションバー幅、素子形状、補強形

状に関係なく完全に切断できた。 

図４. 保護用補強機構の切断前後の比較 

 

４ 映像合成技術 

４．１ 映像合成システム 

本測定器の表示機能として、CCD カメラから得られ

た実画像と、測定した静電気分布画像との重ね合わせ

画像表示機能を組み込む。平成 22 年度はそのための

映像合成技術の実証を行った。実証に用いた機材は、

25 万画素ボードカメラ(MTV-54KON)、映像合成カード

(㈱インターフェース社製、CPZ-550111)である。本映

像合成カードは、カラーカメラからの映像入力信号と、

内蔵メモリ内の 640×480 画像との合成（加算）した

映像信号を出力する。また、合成画像はDMA転送によ

り、パソコン内のモニタ画面にも表示できる。実証試

験システムの構成図を図5に示す。 

 

 

図５. 実証試験システムの構成図 

 

４．２ 映像合成技術の実証 

 今回の実証では、携帯電話のプリント配線板を対

切断前 

（拡大画像） 

切断後 

  
 

映像合成カード 

パソコン 
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象に、静電気分布計測装置からその静電気分布画像が

得られたと仮定して、カラーカメラからの実時間映像

信号との映像合成技術を実証した。対象としたプリン

ト配線板の画像と、静電気分布を測定する正方形ウィ

ンドウを黄色の枠で描き、図6に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６. プリント配線板の映像と電位分布測定する正方形ウィン

ドウ 

 

 ここで、静電気分布センサアレーは縦に 10 個、横

に 10 個の合計 100 個で正方形状に構成され、各セン

サの校正や補正がされているとする。また、１個のセ

ンサの計測領域はカラーカメラの12画素×12画素の

正方形領域とする。よって静電気分布センサアレーの

計測領域全体は、カラーカメラでは120 画素×120 画

素の正方形領域に対応する。ここで、黄色の枠内での

静電気分布の一例として図７の様に仮定する（赤は＋

電位、青は－電位）。 

 

 

(a)計測領域      (b)静電気分布の仮の一例 

図７. 静電気分布 

 

よって、映像合成カードのフレームメモリに 640×

480 画素の静電気分布画像を設定し、カラーカメラか

らの映像信号との映像合成を行った。 

映像合成カードでは、24 ビットカラー画像におい

て、それぞれの画素のＲ（赤）、Ｇ（緑）、Ｂ（青）

の加算値（255 で飽和）によって合成するため、合成

した部分は白っぽくなってしまう。また、重み付き加

算ができない。そこで、映像合成カード（ハードウエ

ア処理）と違い、ソフトウェアによる重み付き加算を

行った。静電気分布画像が寄与する度合いを 40%、

50%、60%、70%の場合を検証した。それどれの結果画

像を図８～図11 に示す。結果的には50％程度が良い

と思われる。 

 

 

 

 

 

 

図８.40%の重み付き加算 図９.50%の重み付き加算 

 

 

 

 

 

 

図１０.60%の重み付き加算 図１１.70%の重み付き加算 

 

５．まとめ 

MEMS 加工の歩留まり低下や組み立て途中の破壊を

防止するために付与した保護機構について、ピコ秒レ

ーザ加工システムを用いて完全に切り落とす加工技術

を確立した。これらの実現のために必要な極薄シリコ

ンにおける加工位置精度±0.05μm、10μm 幅以下の

精密切断加工を概ね初期目標の通り達成できた。 

本実証試験では、カラーカメラの映像信号と対応し

た静電気分布画像との映像合成技術の検証ができた。 

今後は、阪和電子工業㈱において先行開発している従

来型静電気センサを用いた静電気可視化装置への本成

果の組み込み実証を行う予定である。 

 

本研究は戦略的基盤技術高度化支援事業「MEMS 技

術を応用した静電気非接触可視化システムの実用化」

において実施したものである。 

 

参考文献     

１）栗山敏秀、青井利一、前田裕司、伊東隆喜、上野

吉史、中家利幸、松井信近、奥村浩行 電気学会論文

誌E 2010, 130(2), p. 575-579. 
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新規有機エレクトロニクス材料の開発および物性評価 
-HOMOレベルの評価- 

 
（電子産業部） 竿本仁志、森岳志、上野吉史 

 

１．緒言  

 有機材料のHOMOレベルは有機エレクトロニクスにお

いて最も重要なパラメータである。HOMO レベルの評価

には紫外線光電子分光法(UPS)が正確に測定できるとさ

れているが、測定雰囲気を真空にする必要があるため、

近年は大気中で測定が可能な大気中光電子分光法(PESA

法)が標準とされるようになってきた 1)。しかし、UPS

法、PESA 法ともに測定には有機薄膜を必要とするため、

更に簡易的に測定できるC-V法(サイクリックボルタン

メトリー法)、実験を一切必要としない分子軌道計算法

を用いる研究者も多い。本研究では、有機 EL 材料の

HOMO レベルをC-V 法、分子軌道計算法で評価し、PESA

法で測定された文献データと比較を行った1)。 

 

２．実験方法 

２．１ 実験方法 

 HOMO レベルの評価には有機ELに使用されているα-

NPD、Alq3、FIrpic、CBP、BCPの5種類を用いた。 

２．２ C-V測定 

C-V の測定は、電解液に 0.1 M Tetrabutylammonium 

hexafluorophosphate(TBAP)ジクロロメタン溶液、参照

電極に Saturated Calomel Electrode(SCE)、作用電極

にPt、対電極にPt とし、走査速度は50 mV/s とした。

基準物質にはHOMOレベルが4.8eVのフェロセンを用い、

本実験系で得られたフェロセンの酸化電位 0.45V(図

１)より、酸化電位と HOMO レベルの換算は以下の式を

用いた。 

HOMO[eV] ＝ -(酸化電位 + 4.35) 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１． フェロセンの酸化電位測定 

 

２．３ 分子軌道計算 

 分子軌道計算ソフトには Firefly(Ver.7.1.G) 2)およ

び GAMESS(October 1, 2010)3)を用いた。分子軌道計算

は、分子構造の最適化を B3LYP/6-31G(d)、エネルギー

計算を B3LYP/6-31+G(d)で行った。但し、Ir 原子のみ

LANL2DZ の ECP(Effective Core Potentials)を用いた。 

 

３．結果と考察 

 表１に有機EL 材料のHOMO レベルの比較を示す。但

し、BCP は酸化電位が溶媒のジクロロメタンより大き

かったため、ジクロロメタンの酸化電位を記載した。 

 

表１．有機EL材料のHOMOレベル比較 

材料 HOMOレベル(eV) 

C-V法 B3LYP法 PESA法1) 

α-NPD -5.10 -4.99 -5.5 

Alq3 -5.49 -5.29 -5.6 

FIrpic -5.61 -5.93 -5.8 

CBP -5.56 -5.59 -6.0 

BCP <-6.4 -6.05 -7.0 

 

C-V測定および分子軌道計算ともにPESA法に比べHOMO

レベルが若干浅く見積られる結果が得られた。これは、

PESA 法が有機薄膜を用いた測定であるのに対し、C-V

法が溶媒中、分子軌道計算が単分子の評価であるため、

分子間相互作用を考慮していないことが原因の一つと

考えられる。しかし、HOMO レベルの傾向は PESA 法と

一致しており、C-V 法、分子軌道計算法ともに有機材

料のHOMOレベルの1次評価としては十分な結果が得ら

れることが分かった。特に分子軌道計算でも傾向が一

致したことは、まったくの未知材料でも材料合成を行

わずにHOMOレベルの大凡の評価が可能であることを示

している。 

４．まとめ 

 本研究では有機EL材料のHOMO レベルをC-V 法およ

び分子軌道計算により評価した。リファレンスである

PESA 法に比べ若干ずれはあるものの、新規材料開発に

活用できる結果が得られた。 

 

参考文献                         

１）安達千波矢、小山田崇人、中島嘉納 有機薄膜仕事関数

データ集 シーエムシー出版 2004  

２）Alex A. Granovsky, Firefly version 7.1.G, www http://c

lassic.chem.msu.su/gran/firefly/index.html  

３）M.W.Schmidt, K.K.Baldridge, J.A.Boatz, S.T.Elbert, M.

S.Gordon, J.H.Jensen, S.Koseki, N.Matsunaga, K.A.Nguye

n, S.Su, T.L.Windus, M.Dupuis, J.A.Montgomery J.Comput.

Chem. 1993, 14, p.1347-1363 

酸化電位=(0.42+0.48)/2 
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新規有機エレクトロニクス材料の開発および物性評価 
-非共役系高分子を主骨格とした有機EL材料の合成と発光特性- 

 
（電子産業部） 竿本仁志、森岳志、上野吉史 

 

 

１．緒言  

 4-ヒドロキシ-3-メトキシスチレン (1) (図１) は米

糠抽出物を変換して得られる天然物由来のスチレン誘

導体であり、ポリマー化によりバイオプラスチックと

して様々な材料への応用が期待されている 1)。本研究

では、発光性およびホール輸送性を有する分子をスチ

レン骨格に導入し、ポリスチレン骨格を主鎖とした発

光性ポリマーの合成し、そのEL発光特性を調べた。 

 

図１．4-ヒドロキシ-3-メトキシスチレン 

 

２．実験方法 

２．１ 合成 

 図２に合成したポリマーを示す。合成は各モノマー

の仕込み比を変えて、AIBN を用いたランダム共重合を

行った。合成したポリマーは UV-vis、PL、GPC、CV 測

定により諸物性を調べた。 

２．２ EL素子作製 

 素子構造はデバイス A: ITO / PEDOT:PSS / polymer 

/ LiF / Al、デバイス B: ITO / PEDOT:PSS / polymer 

/ BCP / LiF / Al、デバイス C: ITO / PEDOT:PSS / 

polymer / BCP / Alq3 / LiF / Al とした。作製は UV

洗浄した ITO 上に PEDOT:PSS、ポリマーをそれぞれス

ピンコートで成膜し、ホールブロック層、電子注入・

輸送層、陰極は蒸着により成膜した。 

 

図２．合成したポリマーの構造 

 

３．結果と考察 

 表１に示すように合成したポリマーはP5以外分子量

Mn= 20,000 以上となり重合がスムーズに進行した。一

方P5は他のポリマーよりも分子量が小さくなった。原

因の一つとして、立体的に嵩高いFIrpic側鎖が重合を

阻害したと考えられる。 

 

表１．重合結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．(a)溶液中の蛍光スペクトル、(b)film状態の蛍光スペクト

ル 

 

図３に各ポリマーの溶液中(クロロホルム中)および

film 状態での蛍光スペクトルを示す。励起波長は 330

～350nm である。いずれのポリマーも溶液中、film 状

態ともに蛍光発光性を示した。しかし、図３(a)に示す
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ように溶液中ではカルバゾール由来の蛍光が 350-360 

nm 辺りに見られるが、図３(b)のfilm 状態ではそこか

らの蛍光はほとんど見られず、約470 nm の FIrpic 由

来の蛍光が主で見られた。この結果から、film 状態で

はカルバゾールからの蛍光エネルギーが効率よく

FIrpic 部位へ移動していることが示唆される。希薄溶

液ではエネルギー移動が効率よく起こっていないこと

から、このエネルギー移動は高分子鎖内ではなく高分

子鎖間で起こっていると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４．デバイスBの輝度―電圧特性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５．デバイスCの効率―電圧特性 

 

合成したポリマーを用いたEL 素子はいずれもEL 発

光を示し、その発光スペクトルはfilm状態の蛍光スペ

クトルと一致していることから、FIrpic部位からのEL

発光が起こっていると考えられる。これら素子のEL特

性を調べると、ホールブロック層無しのデバイス A で

は電流密度が大きくなり、輝度も非常に小さい値で

あった。一方でホールブロック層の BCP や電子輸送層

の Alq3を導入すると輝度、効率は格段に向上した。ま

たFIrpicの仕込み比が12 mol%のP5でEL発光特性が

優れていた。その最大輝度はデバイス B で 4410 cd/m2 

(図４)、最大電流効率はデバイスCで8.2 cd/Aであっ

た (図５)。この結果から、デバイスAではカルバゾー

ル部位のホール輸送性が非常に高く、注入されたホー

ルが電子と再結合されることなく陰極へ抜けており、

発光層への電荷の注入バランスが悪いことが考えられ

る。そのため、デバイスB、Cのようにホールブロック

層を設けることでホールが陰極へ抜けることなく発光

層内で電子との再結合を起こし、輝度および効率の向

上につながったと考えられる。また、これらの結果は、

他の主鎖非共役系高分子を利用した青色系EL発光材料

の研究と比較しても十分な特性である2)。 

 

４．まとめ 

 本研究で、天然物由来のスチレンモノマーを用いて

新規な発光性高分子材料の合成に成功した。さらにそ

の EL 発光特性も他の非共役系高分子を用いた発光材

料と同等以上の性能を示し、天然物由来というメリッ

トもあることから、本スチレン骨格の発光材料や電子

材料への利用が高まることが期待できる。 

 

参考文献 

１）特開 2009-057294. 

２）Youngmin You.; Se Hun Kim.; Ho Kuk Jung.; Soo Young Pa

rk Macromolecules 2006, 39, p.349-356. 

 

0
500

1000
1500
2000
2500
3000
3500
4000
4500
5000

0 5 10 15 20

B
rig

ht
ne

ss
 ( 

cd
/m

2
)

Voltage ( V )

L-V

P1
P2
P3
P4
P5

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9

3 8 13 18 23 28

C
ur

re
nt

 E
ffi

ci
en

cy
 ( 

cd
/A

 )

Voltage ( V )

η-V

P1
P2
P3
P4
P5



 36 

「農業用アシストスーツの開発」分担課題安全性評価に関する研究 
 

（電子産業部）   前田裕司、上野吉史 

（機械金属産業部） 古田茂、花坂寿章、徳本真一 

 

１．緒言  

 本研究は、「農業用アシストスーツの開発」の分担

課題「安全性評価に関する研究」である。最終目標は、

開発する農業用アシストスーツの安全性評価に関する

調査を行い、安全性の基準を作成し、実証試験で安全

性を検証することにより、安全な農業用アシストスー

ツを開発することである。 

 本年度においては、（１）安全性の国際規格に関す

る調査、（２）パワーアシスト上肢モデルにおける最

大負荷時の衝撃力の計測を行った。 

 

２．安全性に関する国際規格 

 国際安全規格に関しては、図１に示すように、規

格が体系化されている。まず 1999 年に安全規格のガ

イドラインである ISO/IEC Guide 51 が発行されてお

り、この中で「安全とは何か」、「安全の作り方はど

うすべきか」等の基礎的部分が記述されており、各カ

テゴリーがピラミッド型に体系化されている。A 規格

は安全な機械を設計するために従うべき原則が書かれ

ている基本的な規格である。A 規格の中で、

ISO12100-2 にリスク低減のための方法論が述べられ

ている。その方法論とは、 

［１］ 本質安全設計方策 
［２］ 安全防護策及び付加の防護 
［３］ 使用上の情報 
の順序でリスク低減をすることである。リスク低減の

具体的手法として、リスクアセスメントが ISO14121

に規定されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１．国際安全規格 

 リスクアセスメントとは「機械類に付随する危険源

の審査を系統的手法で、実施可能にするための一連の

論理的手順」であり、すなわち、機械類の制限（使用

上の条件や予見可能な誤使用）を前提として、機械類

の耐用期間中の全段階を通じて存在する危険源や危険

状態を特定（同定）し、その危険源から予見されるリ

スクを見積もり、評価し、許容可能なリスクが達成さ

れたか否かを判断する一連のプロセスである。本研究

においても、安全性の評価にはリスクアセスメントを

実行する必要がある。現在、サービスロボットに関す

る安全性の評価基準はまだISOで規格化されておらず、

2012年にISO13482として発行予定である。 

 

３．パワーアシスト上肢モデルの衝撃試験 

 本研究ではアクチュエータの誤動作により、自身も

しくは周囲の人に衝突する場合を想定し、パワーアシ

スト上肢モデルを用いて、衝撃荷重や加速度を測定す

る物理試験を行った。装置および計測器の構成は図２

に示す。人間の腕のモデルは、各腕の長さから重量を

推定する重回帰式により割り出されたパラメータを用

いて、作成した 1）。３軸の加速度センサーと、３個の

ロードセルを用いた荷重測定器、さらに高速度カメラ

を用いて全体の最大駆動時におけるモデルの動きを計

測するシステムを製作した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２．計測システム構成 

 

４．まとめ 

 本研究では安全性の調査と、パワーアシスト上肢モ

デルにおける最大負荷時の衝撃力の計測を行った。今

後は製作されたパワーアシストを実際に装着し具体的

なタスクを想定し、リスクアセスメントを実行するこ

とで、より安全なパワーアシストの製作を目指す。な

お本研究は、農林水産省委託プロジェクト研究「農作

業の軽労化に向けた農業自動化・アシストシステム

の開発」（農業用アシストスーツの開発）にて実施

しています。 

参考文献                         

１）C.E.Clauser,” Weight,volume and center of mass of seg

ments of the human body”, AMRL technical report TR-69-70,

1969
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電池関連産業の県内萌芽･育成に関する調査 
 

（電子産業部）上野 吉史、前田 裕司、伊東 隆喜、竿本 仁志、森 岳志 

 

１．背景 

 太陽電池、二次電池、燃料電池などに代表される電

池関連産業は、今日の環境問題やエネルギー問題への

対応策の一つとして大きな役割を担っており、現在市

場が急速に拡大･発展している。このような大きな発

展が見込まれる電池関連産業に対して、工業技術セン

ターも県内中小企業の事業発展を見据えた支援策を考

える必要がある。しかし、工業技術センター内におけ

る電池関連技術のシーズが少ないこと、県内中小企業

における電池関連産業への取り組み状況の情報が少な

いことから企業支援の方向性の立案や支援策の必要性

を判断することが難しい状況にある。 

本事業では、工業技術センターにおける支援の方向

性や内容の策定など、今後の活動に結び付けていくこ

とを目的として、県内中小企業の状況と関連業界や技

術の動向調査、及び講演会による県内企業への情報発

信を行った。 

 

２．技術調査 

電池関連産業に関わる製品開発、材料開発や評価装

置の開発への取組について、将来的な計画などの情報

を収集した。 

２．１ リチウムイオン電池産業関連企業 

 リチウムイオン電池に関しては、県内に大企業の生

産拠点があり、それに関わる部品等の生産を行う県内

企業が数社見られる。 

Ｐ社：リチウムイオン電池の製造。 

Ｉ社：リチウムイオン電池用のケース（樹脂）の成型。 

Ｋ社：電池構成部品の製造。 

２．２ 太陽電池産業関連企業 

太陽電池に関わる有機エレクトロニクス材料の開発

に取り組んでいる企業、太陽電池の故障診断技術の開

発に取り組んでいる企業など既に電池関連分野に関

わっている企業があるが、他にも太陽電池関連への取

り組みが多く見られる。特に化学系企業による有機エ

レクトロニクス関連の材料開発による太陽電池用材料

開発への取り組みが多く見られた。 

Ａ社：太陽電池用アルミフレームの販売。 

Ｃ社：太陽電池用バックシートの製造。 

Ｄ社：太陽電池パネルの故障診断装置開発。 

Ｅ社：多結晶太陽電池用のウエハを製造。 

Ｆ社：有機 EL 材料開発の実施。色素増感太陽電池に

関する材料開発。 

Ｇ社：太陽電池、色素増感剤や有機薄膜の技術開発に

興味あり。 

Ｈ社：有機エレクトロニクス材料開発に興味あり。 

Ｊ社：有機ELの青色燐光用ホスト材の開発。 

２．３ 燃料電池産業関連企業 

 燃料電池関係への取り組みは少なく、調査結果でも

興味があるに止まっており、調査した範囲内において

は現在取り組んでいる状況は見られなかった。 

Ｂ社：燃料電池用のセパレータに興味あり。 

 

３．電池関連技術講演会の開催 

電池関連分野の研究者による講演会を開催した。最

先端技術や将来展望、技術的課題、国や大企業での取

り組み状況などの講演を行った。 

○第1回 

開催日：平成22年4月21日 

テーマ：「低炭素社会に貢献する蓄電池技術の開発 

動向と課題」 

○第2回 

開催日：平成22年6月22日 

テーマ：「太陽光発電システム技術の現状と市場動 

向及び将来展望」 

 

４．まとめ 

 企業への調査により、化学系企業においては有機エ

レクトロニクス関連の材料開発による太陽電池用材料

開発への取り組みが多いことが分かった。また、講演

会出席者への「興味のある電池関連技術について」の

アンケート結果では、 

○バッテリー充電、インバーター 

○色素増感型太陽電池 

○有機系、化学系の太陽電池について 

○太陽電池セル製造装置 

○リチウムイオン二次電池 

○燃料電池関連 

○二次電池、リチウム電池 

○太陽光発電システム 

○太陽電池の検査 

などの回答があり、電池関連技術への関心が高いこと

が分かった。 

今後、詳細な調査による企業ニーズの収集を行い、

県内企業支援の方策を提案する計画である。 
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テンダイウヤクの幹・葉を用いた入浴剤開発のための基礎研究 
 

（薬事産業部） 石原理恵、高松 朗、則藤真理子、山下善樹 

 

１．緒言  

 和歌山県新宮市高田地区では、徐福伝説に基づき、

昭和61年から天台烏薬を利用した和漢薬産業創作事業

に取り組み、現在、18ha で約 20 万本の天台烏薬が栽

培されている。天台烏薬の根は、医薬品成分に該当し、

強壮、芳香性健胃薬として用いられており、我々はこ

れまでに品質評価や成分分析を行ってきた。一方、根

以外の部分について、葉は食品などに利用されている

が、幹や枝については全く利用されていない。そこで

今回、根以外の部分に着目し、研究を行ったので報告

する。 

 

２．実験方法 

２．１ 天台烏薬 

 和歌山県新宮市高田地区で栽培されている天台烏薬

を採取して水洗いし、乾燥したものを用いた。 

２．２ 成分パターン分析 

 幹、葉及び根をそれぞれ粉砕し、80%メタノールで抽

出後、高速液体クロマトグラフィー（以下、HPLC）で

成分パターン分析を行った。 

２．３ Laurolitsine、Boldineの分析 

 幹（皮、皮去り）、葉及び根をそれぞれ粉砕し、抽

出溶媒で抽出後、HPLC でLaurolitsine、Boldine の定

量を行った。さらに、幹について、径の太さ、根から

の距離の違いによる含量比較を行った。 

２．４ 化粧品原料としての規格設定 

 化粧品原料として必要となる規格及び試験方法の設

定を検討した。 

 

３．結果と考察 

３．１ 成分パターン分析 

 測定波長を 254nm として解析を行った結果を図１に

示した。幹と根の成分パターンは異なり、幹で検出さ

れたピークの高さは、根に比べて低かった。また、葉

については、保持時間の比較的遅い時間に検出される

成分が検出された。 

３．２ Laurolitsine、Boldineの分析 

 Laurolitsine は、根の指標成分とされているアポル

フィン型アルカロイドであり、Boldine も根に含まれ

るアポルフィン型アルカロイドである。これら２成分

の分析を行った結果、葉からは、検出されなかったが、

幹（皮）及び幹（皮去り）からは、根と比較して含量

は低いものの、保持時間８分付近に Laurolitsine、10

分付近に Boldine のピークが検出された。また、幹か

らは、皮、皮去りともに、保持時間の比較的遅い時間

（約14 分と約16 分）に、根には検出されないピーク

が確認された（図２）。 

図１．HPLCによる成分パターン分析 

図２．Laurolitsine、Boldineの分析 

 

 幹の太さの違いによる成分の含量比較を行った結果

を図３に示した。幹の太さと成分含量との間に相関は

認められなかった。 

図４に示すように、根からの距離によって幹を切断

し、含量比較を行ったところ、根に最も近い幹の部分

の皮で、Laurolitsine 0.77～1.76%、Boldine 0.10～

0.60%と含量が高かった（図５）。さらに、0-10cm、
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10-20cm、20-30cm の部分で、含量比較を行ったところ、

幹（皮去り）では、根からの距離による含量の差は認

められなかったが、幹（皮）で、径の太さによらず、

0-10cm の部分で、他の部位に比べて、Laurolitsine、

Boldineともに含量が高かった（図６）。 

 

図３．幹の太さの違いによる成分の含量比較 

 

図４．ウヤクの根と幹の模式図 

 

 

 

図５．根に近い部位の幹中の成分含量 

図６．幹（皮）における根からの距離による含量比較 

 

３．３ 化粧品原料としての規格設定 

幹や葉を化粧品原料として使用するためには、常に

一定の品質が必要となる。そこで、根に最も近い部分

の幹（以下、幹Ａ）とそれ以外の部分の幹（以下、幹

Ｂ）及び葉について、化粧品原料として必要となる品

質試験項目を設定し、その試験方法を検討し、３ロッ

ト１回の試験を行った。その結果を表１に示した。設

定項目については、幹Ａと幹Ｂで大きな差は認められ

なかった。 

表１．品質試験項目の検討結果 

 

４．まとめ 

根に含まれているアルカロイド Laurolitsine、

Boldine は、幹の根からの距離が近い部分にも含まれ

ていることが分かった。今後は Laurolitsine、

Boldineの薬効について研究を進める予定である。 

また、化粧品原料として使用するためには、その品

質について、規格設定が重要となる。さらに、３ロッ

ト３回の試験を実施し、規格幅を決定し、入浴剤とし

ての開発に取り組む予定である。
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サンショウを虫よけ剤として利用するための成分研究 
 

（薬事産業部） 則藤真理子、高松 朗、石原理恵、山下善樹 

 

１．緒言  

 県内殺虫剤メーカーにおいては、現在、レモンユー

カリ油、シトロネラ油などを有効成分として忌避剤を

製造している。レモンユーカリ油、シトロネラ油の香

りは、和歌山県特産のサンショウの香りと類似してい

る。サンショウの果皮は、薬用や食用として利用され

ているが、種は廃棄されており、その有効利用が望ま

れている。そこで、県内産のサンショウから、忌避効

果が期待できる成分を探索し、抽出することができれ

ば、サンショウの新たな利用法と殺虫剤メーカーの新

商品開発が期待でき、県内産業の活性化が見込まれる。

本研究では、サンショウの種と果皮の成分分析を行い、

レモンユーカリ油やシトロネラ油の忌避成分であるシ

トロネラールやその類縁物質などが含まれているかを

確認するために、効率的な抽出方法を検討した。また、

その抽出方法を用いて含有量の測定を行った。 

 

２．実験方法 

２．１ 成分抽出方法の検討 

 （１） 水蒸気蒸留法を用いた抽出 

粉砕した種、果皮それぞれ50gに水500mLを加え、

水蒸気蒸留を行った。蒸留液が約400mL得られた時点

で、上層の精油を採取した。 

（２） ソックスレー抽出 

粉砕した種、果皮それぞれ10gを円筒ろ紙に入れ、

アセトン100mLを溶媒として、ソックスレー抽出器で

４時間抽出を行った。抽出液を濃縮し、アセトンを加

え 30mL とした。また、同様にエタノールを溶媒とし

て抽出を行った。 

（３） 日本薬局方（以下、日局）・精油定量装置

を用いた抽出 

粉砕した種、果皮それぞれ30gに水300mLを加え、

日局・精油定量装置を用いて、130℃の油浴中で、５

時間沸騰を続けた。加熱をやめしばらく放置した後、

定量器中の精油を採取した。 

２．２ 忌避効果が期待できる成分の含有量の確認 

 各抽出方法により得られた試料について、以下の条

件でガスクロマトグラフィー（以下、GC）により分析

し、シトロネラール量を比較した。さらに、日局・精

油定量装置を用いた抽出により得られた試料について、

忌避効果が期待できる５成分（シトロネラール、シト

ロネロール、ゲラニオール、酢酸ゲラニル、リモネ

ン）の含有量を測定した。 

GC条件：装置；アジレントテクノロジー6890、 

検出器；FID、カラム；DB-1（ 0.25mm ID×30m

膜厚0.25μm（J & W製））、スプリットレス法

で測定、注入口温度；200℃、カラム温度；

50℃（3分間保持）→10℃/min→280℃（５分間

保持）、検出器温度；300℃，キャリアーガス

流量；He 54.2mL/min，メークアップガス；N2 

25mL/min、注入量1.0μL 

 

３．結果と考察 

３．１ 成分抽出方法の検討 

各抽出方法により得られた試料について、種、果皮

それぞれ１g 当たりから得られたシトロネラールの量

を比較検討した結果を図１に示した。種からの抽出効

率が良かった日局・精油定量装置を用いた抽出による

方法が最も適当と判断した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１．サンショウ１gから得られたシトロネラール量 

 

３．２ 忌避効果が期待できる５成分の含有量の確認 

最も適当な抽出法である日局・精油定量装置を用い

た抽出により得られた試料について、５成分の含有量

を測定した結果を図２に示した。レモンユーカリ油、

シトロネラ油の主成分であるシトロネラールは、種、

果皮どちらも約２%と、レモンユーカリ油（約 70%）、

シトロネラ油（約40%）に比べて低いものであった。 

一方、リモネン、酢酸ゲラニルの含有量はレモン

ユーカリ油でそれぞれ 3.7%、3.3%、シトロネラ油で

はいずれも 30%以下であり、リモネンの含有量は果皮

において、酢酸ゲラニルの含有量は種及び果皮にお

いてレモンユーカリ油やシトロネラ油よりも高いも

のとなった。 
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図２．精油中の忌避成分の含有量 

 

４．まとめ 

サンショウの果皮のみならず、種にもシトロネラー

ル等の忌避効果の期待できる成分が含まれているこ

とが確認できた。これらは、日局・精油定量装置を

用いた抽出法により、効率的に抽出できることが判

明した。しかし、サンショウから抽出された精油は、

現在使用されているレモンユーカリ油、シトロネラ

油に比べて、シトロネラールの含有量が少なく、忌

避効果が不明である。今後は、忌避効果及び安全性

の確認を行い、更に効率的な抽出方法を検討する予

定である。 
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